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四⾯を海に囲まれた我が国において、港湾は、⼤規模地震が発⽣した際に救助・救援活動や被災者⽀援の
ための⼈員・物資輸送等に必要不可⽋である。例えば、平成 28 年熊本地震においては、⽀援物資を積載した
海上⾃衛隊の輸送艦や海上保安庁の巡視船が熊本港、⼋代港や⼤分港等に⼊港し、⽀援物資や⽀援部隊の輸
送拠点として機能を発揮した。この教訓を踏まえ、平成 29 年７⽉に港湾法が改正され、⾮常災害時に港湾管
理者の要請に基づき国が港湾施設の管理を代⾏できる制度が創設された。国が港湾施設の管理を代⾏した際
には、地震後の施設点検により得られた調査結果から、速やかに係留施設等の利⽤可否判断が求められる。 

このため、平成 30 年に改訂した「港湾の施設の技術上の基準・同解説」においては、平成 23 年東北地⽅
太平洋沖地震における対応を踏まえ、⼤規模な地震後に実施すべき被災状況の全体把握や係留施設等の利⽤
可否判断等に関する調査内容を取りまとめた。また、九州地⽅整備局においては、⼤規模地震時における係
留施設の使⽤可否判定⼿法マニュアル（案）が令和 4 年 2 ⽉に取りまとめられ、専⾨知識を有しない担当者
であっても迅速に利⽤可否の判断が可能となるような取り組みが実施されている。 

こうした中で、令和 6 年 1 ⽉に発⽣した能登半島地震では、最⼤震度 7 を計測した⽯川県を中⼼に、新潟
県、富⼭県、福井県の計 22 港で被害が発⽣した。⽯川県内の半島地域 6 港（七尾港、輪島港、飯⽥港、⼩⽊
港、宇出津港、⽳⽔港）においては、港湾法に基づく港湾管理者からの要請を受け、国による管理代⾏を実施
し、利⽤可否の判断の結果を国⼟交通省HPで順次公表しながら、緊急物資の輸送等の⽀援活動が⾏われた。
これらの活動に際して、想定地震による岸壁の変位量と被害の程度を事前に解析していた施設では、現地調
査で岸壁の変位量を測定後、直ちに利⽤可否の判断を⾏うことが出来た。⼀⽅で、事前の解析を⾏っていな
かった施設においては、現地調査後に解析を実施したために、利⽤可否の判断に時間を要した事例があった。 

これらの課題等を踏まえ、交通政策審議会より「令和 6 年能登半島地震を踏まえた港湾の防災・減災対策
のあり⽅〜港を核とした海上⽀援ネットワークの形成〜」が令和 6 年 7 ⽉に答申され、今後の⼤規模災害リ
スク等を⾒据えて取り組むべき施策の１つとして、迅速な施設点検・利⽤可否判断が⽰された。 
以上の背景を踏まえ、港湾局、地⽅整備局、研究所等によるワーキンググループを⽴ち上げ、能登半島地震

の経験を踏まえつつ、各機関がこれまで蓄積してきた知⾒を結集し、港湾施設の利⽤可否判断に係る基本的
な考え⽅をまとめたガイドライン（初版）を令和 7 年 4 ⽉に公表した。ガイドライン（初版）では、事前の
計測及び数値解析等の事前準備から、発災後の調査、利⽤可否判断に⾄るまでの流れと基本的な考え⽅を⽰
した。その後も、引き続きワーキンググループを開催し、利⽤可否の判断で求められる事前の数値解析を⾏
う上で必要な考え⽅と検討項⽬の具体的な例などを検討し、これらを第 2版に追加した。 

本ガイドラインは、現時点で得られている知⾒に基づき整理したものであり、今後、防災に関する各種施
策、技術開発、ならびに地震被害に関するデータの蓄積や経験・教訓を踏まえ、継続的に⾒直し・充実を図っ
ていくものとする。 
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第 1 章 総 則 

1.1 背景・⽬的 

本ガイドラインは、⾃然災害発⽣時における港湾施設の利⽤可否の判断に必要な情報の収集、利
⽤可否の判断および利⽤可否情報の提供（以下、利⽤可否判断等という。）に関する基本事項を⽰す
ことにより、発災後、速やかな港湾施設の利⽤に資することを⽬的とする。 

国⼟強靱化基本法 1）では、⼤規模⾃然災害等から国⺠、国⼟を守るため、発災後 72 時間を経過する
までの間において、⼈員、物資、資⾦等の資源を、優先順位を付けて⼤規模かつ集中的に投⼊すること
ができるよう、事前に備えておくことが必要とされている。港湾・空港等の交通インフラの利⽤可否情
報は、発災直後から、国⺠、国⼟の安全確保のため必要不可⽋かつ緊急度の⾼い重要な情報であり、迅
速に広く提供すべきものである。平成 28 年熊本地震、令和 6 年能登半島地震をはじめ、近年発⽣した
⾃然災害においても港湾を通じた海上からの緊急物資輸送等の⽀援が実施されており、発災後の港湾施
設の利⽤可否情報の重要性は⼀層⾼まっている。 

本ガイドラインは、利⽤可否の判断に必要な情報収集、利⽤可否の判断、利⽤可否情報の提供に関す
る基本事項を⽰すものである。ここで、利⽤可否の判断には、被災した施設が使えるか使えないかの判
断だけでなく、どのような使い⽅であれば施設を利⽤できるか提案することを含む点に留意する必要が
ある。本ガイドラインに沿った制度、体制、マニュアル等が整備されることにより、迅速かつ正確な港
湾施設の利⽤可否情報の提供が可能となる。 

1.2 適⽤範囲 

本ガイドラインは、⾃然災害発⽣時における港湾施設の利⽤可否判断等に関わる調査、技術的な
検討、情報共有および情報発信に適⽤する。 

本ガイドラインは、⾃然災害により被災した港湾施設が利⽤可能か否かを、各種の調査とその結果に
基づく技術的な検討により判断し、判断した結果を情報共有・発信する⼀連の業務に適⽤する。 
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1.3 他の基準類との関係 

港湾施設の利⽤可否判断等は、本ガイドラインの他、関連する法令等に従い適切に実施する。 

港湾施設の利⽤可否判断等にあたっては、本ガイドラインに従うとともに、関連する法令等にも従う
必要がある。関連する法令として、港湾法 2）、港湾の施設の技術上の基準を定める省令 3）、港湾の施設
の技術上の基準の細⽬を定める告⽰ 4）等が挙げられる。本ガイドラインで述べる事項の多くは、港湾の
施設の技術上の基準と密接に関わっており、港湾の施設の技術上の基準・同解説 5）（以下、基準・同解
説という。）の記載内容を参考にすることができる。 
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第 2 章 利⽤可否判断等の概要 

2.1 対象とする災害 

本ガイドラインは、地震および津波による災害を対象とする。 

本ガイドラインは、地震、津波により被災した港湾施設の利⽤可否判断等に適⽤する。対象とする地
震、津波の規模は問わない。また、地震と津波が連続して発⽣する場合のみならず、地震、津波が独⽴
して発⽣する場合も対象とする。 

なお、本ガイドラインに⽰す利⽤可否判断等の基本事項は、⾼潮、⾼波による災害の場合にも参考と
することができる。その他の⾃然災害発⽣時における利⽤可否判断等については、本ガイドラインに⽰
す基本事項を参考としつつ、それぞれの災害の特性を考慮した対応⽅針を検討する必要がある。 

2.2 対象とする施設 

本ガイドラインは、係留施設の利⽤可否判断等に適⽤する。係留施設の利⽤可否判断等において
は、当該係留施設と⼀体となって機能する⽔域施設、外郭施設、臨港交通施設等の被災状況等を考
慮する必要があることから、これらの施設の被災状況に関する調査、技術的な検討、情報共有およ
び情報発信にも適⽤する。 

（1）基本事項 
本ガイドラインは係留施設の利⽤可否判断等を対象としているが、係留施設は単独で機能するもので

はなく、⽔域施設、外郭施設、臨港交通施設等と⼀体として機能するものであることから、これらの施
設についても本ガイドラインに従って各種の調査とその結果に基づく技術的な検討、検討結果の情報共
有・発信を⾏う必要がある。係留施設の利⽤可否判断等を⾏うために考慮する必要がある施設と、その
施設の調査、技術的な検討を⾏う際の着眼点の例を表 2-1 に⽰す。 
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表 2-1 係留施設の利⽤可否判断等に関係する施設と、調査、技術的な検討における着眼点の例（基準・同
解説 p. 1853 に加筆） 

施設、代表的な構造形式 等 調査、技術的な検討における着眼点の例 

係留施設 
重⼒式係船岸、⽮板式係船岸、桟橋 

・ 構造の安定が確保されているか 
・ 前⾯地盤に⼤規模な洗掘が発⽣していないか 
・ 所要の⽔深が確保されているか 
・ 船舶が接岸できるか 
・ 荷役ができるか 
・ ⾞両でアクセスできるか 

防波堤 
ケーソン式防波堤、消波型重⼒式混成堤 ・ 外洋からの波を防ぐことができているか 

臨港交通施設 
道路、橋梁、トンネル 

・ 通⾏の障害となるような変状、構造物の損傷が⽣じていな
いか 

⽔域施設 
航路、泊地 

・ 所要の⽔深が確保されているか 
・ ⽔⾯上に⽀障物や多量の浮遊物がないか 
・ 海⾯から障害物が⾶び出していないか 

防潮堤、護岸、堤防、⽔⾨、陸閘 ・ 構造物や地盤の沈下、変状等が⽣じていないか 

荷さばき地、周辺の⽤地、道路等 

・ 液状化が⽣じていないか 
・ 地耐⼒、トラフィカビリティーは確保できるか 
・ 利⽤可能な⾯積はどの程度か 
・ 利⽤が想定される⾞両、交通量に対応可能か 
・ 周辺地域の被災状況はどの程度か＊ 

＊ 利⽤可否判断等に直接影響するものではないが、利⽤⽅法やその後の活動展開を考える上で参考となる。 

（2）耐震強化施設との関係 
港湾の施設の技術上の基準では、⼤規模な地震による災害が発⽣した際に、港湾およびその周辺地域

の復旧・復興に資する施設等を耐震強化施設とし、レベル 2 地震動に対する要求性能を設定している。
耐震強化施設である係留施設は、レベル 2 地震動の作⽤を受けた際の構造物の変形、部材の損傷が⼀定
程度以下であることが照査されているため、⼤規模な地震による災害が発⽣した場合でも施設が利⽤で
きる蓋然性が⾼い。しかしながら、災害発⽣時の実際の地震動が照査で使⽤するレベル 2 地震動と完全
に⼀致することはなく、地震後の施設の被災状況も照査の結果と完全には合致しないと推測されること
などから、耐震強化施設であっても、本ガイドラインに従って地震後の利⽤可否判断等を⾏う必要があ
る。 
⼀⽅、耐震強化施設ではない係留施設であっても、地震の規模や被災状況等により緊急物資輸送等に

利⽤できる可能性があることから、本ガイドラインに従って利⽤可否判断等を実施し、利⽤可能な施設
を少しでも多く確保することが望ましい。このようなことから、本ガイドラインの対象施設は、耐震強
化施設であることを要件としていない。 
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2.3 発災後の調査の全体⼿順 

本ガイドラインは、発災後の初期調査段階および緊急復旧調査段階に適⽤する。 

発災後の調査の全体⼿順を図 2-1 に⽰す。調査は、初期調査、緊急復旧調査、本格復旧調査という⼿
順で進められる。このうち、本ガイドラインで取り扱う利⽤可否判断等は、主として初期調査段階で⾏
われる業務である。また、本ガイドラインに⽰す事項は、緊急復旧⼯事により利⽤できる可能性が⾼い
施設の抽出、緊急復旧⼯事のための情報収集などにも活⽤されることから、緊急復旧調査の初期の段階
についても本ガイドラインの対象と考えられる。 

2.4 利⽤可否判断等の⼿順 

利⽤可否判断等は、次の⼿順で実施する。 
①事前準備 
②発災後の調査 
③利⽤可否の判断 
④利⽤可否情報の共有および発信 

発災後に⾏う 1回⽬の利⽤可否判断等は、発災直後から数⽇のうちに完了することが求められる。発
災後の利⽤可否判断等の迅速な実施にむけ、平時から⼗分な情報収集および事前検討を⾏うとともに、
利⽤可否判断等の対象とする施設の優先順位、発災後の調査項⽬、調査⽅法等を明確にしておく必要が
ある。事前準備に関する事項は 3 章で述べる。 

発災後の調査で収集する情報の種類およびその取得⽅法については、原則として情報取得にかかる早
さと安全性が優先される。夜間、津波警報等の発表時、外郭防波堤等の⽴ち⼊りが困難な時期および場
所では、航空機（無⼈航空機を含む）による空撮画像、衛星画像等による情報収集、机上での被災状況
等の推定が必要となる。発災後の調査に関する事項については 4 章で述べる。 

利⽤可否の判断にあたっては、構造形式毎に必要となる情報とその精度が異なる点に注意を要する。
利⽤可否の判断に関する共通事項および構造形式毎の着眼点等について 5 章で述べる。5 章に記した構
造形式毎の利⽤可否の判断における着眼点等は、事前準備（3 章）、発災後の調査（4 章）においても考
慮しておくべき内容である。 

利⽤可否情報の共有および発信に関する事項は 6 章で述べる。ただし、事前準備で収集した資料等の
情報共有については、事前準備の⼀環として実施されるべき内容であることから 3.8 で述べる。 

なお、余震の影響を受けたとき、利⽤に伴い構造物の変状が進⾏したときなど、複数回にわたり利⽤
可否判断等を⾏う必要が⽣じる場合もあるので注意を要する。 
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図 2-1 ⼤規模な地震、津波による災害発⽣後の被災状況の調査の全体⼿順（基準・同解説 p. 1851 を基に

作成） 

基本情報の事前整理・準備

被災状況の概略把握調査

港湾の利用可否判定調査

港湾啓開に必要な調査
港湾管理用基準面の緊急設定
係留施設の工事規模の把握
航路の深浅測量等

被災状況把握のための調査
（１次変状計測）

本格復旧のための調査
（２次変状計測）

候補の絞り込み

候補の絞り込み・優先度設定

工事準備

損傷が大きい施設

臨時の潮位観測
→港湾管理用基準面の再設定

利用開始

緊急
復旧工事

災害査定
災害復旧工事

利用可

利用不可

初期調査

緊急復旧調査

本格復旧調査
（全施設対象）
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第 3 章 事前準備 

3.1 事前準備の概要 

利⽤可否判断等の事前準備として、対象とする施設の災害発⽣時の利⽤⽅法の想定、基本情報の
収集・整理、事前の計測、事前の数値解析、利⽤可否の判断基準の設定を⾏う。また、発災後の調
査に備えた準備を⾏う。あわせて、事前準備の実施状況、実施結果等を資料としてとりまとめ、関
係者の間で共有する。 

利⽤可否判断等の事前準備として、対象施設に関する様々な情報を収集・整理するとともに、技術的
な検討を⾏う。また、収集・整理した情報、検討の結果、発災後の調査への準備状況等についてとりま
とめ、関係者の間で共有しておく必要がある。 

3.2 利⽤⽅法の想定 

事前準備を⾏う際の前提条件として、対象とする施設の災害発⽣時の利⽤⽅法を複数想定するこ
とが望ましい。 

（1）基本事項 
発災後の利⽤可否判断等においては、施設の利⽤可能性を広げるため、対象施設の被災状況に応じ、
どのような利⽤⽅法であれば利⽤可能か、という視点で利⽤可否の判断ができるように準備しておくこ
とが理想的である。そのため、対象施設の災害発⽣時の利⽤⽅法をあらかじめ複数設定し、利⽤可否判
断等の事前準備の前提条件とすることが望ましい。施設の利⽤可否は、想定した利⽤⽅法毎に判断する
ことになる。利⽤可能性を少しでも広げるため、幅広くかつ効率的な事前準備ができるよう、利⽤⽅法
を適切に想定することが重要である。また、時間の経過に伴い施設に求められる利⽤⽅法が変化するこ
とも考慮する。ただし、施設の利⽤可否判断は主として構造物の状態に依存するものであり、発災後の
時間経過は判断の基準等に直接的には影響しないという点に注意が必要である。 

ここで想定する利⽤⽅法は、事前準備として⾏う技術的な検討等に⽤いる仮定であり、対象施設の具
体的な利⽤計画を定めることを⽬的としたものではない。⼀⽅で、地域防災計画、港湾 BCP等とかけ離
れた利⽤⽅法を想定することは不合理であることから、地域防災計画、港湾 BCP等も参考にしつつ、理
想的な利⽤⽅法から極めて限定的な利⽤⽅法まで幅広く想定するのがよい。 

利⽤⽅法の想定にあたっては、利⽤フェーズおよび利⽤形態の観点から分析し、その組み合わせを検
討する。利⽤フェーズと利⽤形態には、重複あるいは相互に関連する部分もあるが、施設の利⽤⽅法を
異なる観点から分析することで、より具体的かつ明確な利⽤⽅法を想定することができる。利⽤フェー
ズ、利⽤形態の考え⽅については（2）、（3）で述べる。 

（2）、（3）により分析した結果を基に、対象施設で想定される利⽤フェーズ、利⽤形態の組合せを抽
出し、その組合せ毎に、作⽤（載荷重、接岸⼒、牽引⼒等）、余震として想定する地震動、地震後の施設
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に求められる耐⼒、必要な安全余裕等を具体的に設定する。この際、作⽤を複数段階に分けて設定する
ことで、利⽤⽅法をより細分化して想定することも考えられる（例えば、利⽤フェーズ 1、利⽤形態 A
という組み合わせについて、利⽤船舶のトン数により 2、3 の段階にさらに細分化するなど）。 

（2）利⽤フェーズ 
発災後の利⽤可否判断等において、どのような⼈員、船舶が施設を利⽤するかという点に着⽬し、主

として被災後の施設に求められる耐⼒を検討するための条件を設定する。 
平時から災害対応等への訓練が⾏き届いた⼈員、船舶等による利⽤であれば、施設利⽤中の構造物の

状況の変化に即時対応することが可能と考えられるため、施設を利⽤可と判断できる範囲を広げること
ができる。ただし、この場合においても、施設の安全性を⼗分に確保する必要があることは⾔うまでも
ない。⼀⽅、災害対応等に不慣れな⼈員、船舶等による利⽤を想定する場合や、⼈員、船舶が⻑期滞留
することを想定する場合には、構造物の安定性確保に⼀定の安全余裕を設ける必要が⽣じる。利⽤フェ
ーズの想定の例を表 3-1 に⽰す。それぞれの利⽤フェーズに対して求められる施設の機能、耐⼒等につ
いては、地域の事情、港湾の特性等も考慮し慎重に検討する必要がある。 

（3）利⽤形態 
発災後の利⽤可否判断等において、被災した施設をどのように利⽤するかという点に着⽬し、主とし

て構造物への作⽤を検討するための条件を設定する。 
3.5 で述べる事前の数値解析では、災害発⽣時の利⽤形態に対応した解析条件を⽤いるのが理想的で

ある。様々な利⽤形態に対応できるよう数値解析によりパラメトリックスタディを⾏うことも可能では
あるが、計算コストを考えるとあまり現実的ではない。また、実際に地震が発⽣した後に、「このような
船が接岸したい」、「このような使い⽅をしたい」といった要望に対し、対応する解析条件をただちに⾒
極めることは困難である。そのため、想定される利⽤形態をいくつかのパターンに分類し、それに対応
した事前の数値解析等の準備をしておくのがよい。利⽤形態の想定の例を表 3-2 に⽰す。 

なお、災害時には、⾃衛隊の艦艇、海上保安庁の船艇等、主要諸元の標準値が⽰されていない船舶の
接岸、係留が⾏われる場合がある他、ホテルシップの⻑期に渡る係留、建設機械等の重量物の陸揚げ等
の特殊な荷役作業といった、通常時とは⼤きく異なる形態での施設の利⽤が考えられる。このため、利
⽤が想定される船舶の船型や⾵の受圧⾯積を想定した牽引⼒、想定される荷役作業に対応した載荷重等、
利⽤形態にあわせて種々の作⽤を適切に設定する必要がある（災害時に利⽤される可能性のある船舶の
諸元については付録 B 参照）。 
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表 3-1 利⽤フェーズの想定の例 
フェーズ 想定される利⽤状況の例 

1 
・ ⾃衛隊、海上保安庁、地⽅整備局の船舶等による必要最⼩限の⼈員、物資等の輸送 
・ 極めて慎重な作業 
・ 可能な限り短時間の利⽤ 

2 ・ 多様な船舶の利⽤ 
・ ⻑期係留を伴う災害対応基地、緊急物資の中継点等を含む幅広い⽤途に利⽤ 

3 ・ 災害前に⽇常的に利⽤していた⼈員、船舶による利⽤ 

表 3-2 利⽤形態の想定の例 
利⽤形態 想定される利⽤の状況の例 施設に求められる要件／解析条件設定の前提の例 

A 

・ 緊急物資の陸揚げ（単発） ・ 緊急物資の積み降ろし作業が可能であること 
・ ⾞両による緊急物資の輸送が可能であること 

 ・ ⾃衛隊、海上保安庁、地⽅整備局等の船舶、⺠間の⼩型船舶等の
接岸、係留 

・ ⼈⼒または⼩型貨物⾞程度の利⽤（最寄りの道路等まで） 
・ 物資等の載荷重（載荷する範囲を限定） 

B 

・ 緊急物資の集積地、中継拠点 
・ 災害対応の基地的な機能 

・ 重量のある物資等の荷役作業が可能であること 
・ 必要な⾯積、地耐⼒を有する作業⽤地等を確保できること 

・ ホテルシップ等の活⽤による被
災者等⽀援 

・ 多様な船舶の接岸、⻑期の係留 
・ 中型以上の貨物⾞等の利⽤ 
・ 物資等の載荷重 

C ・ 災害前の⽇常的な利⽤状況 ・ 災害前の利⽤形態で必要とされる要件を概ね満⾜すること 
 ・ 災害前に利⽤している船舶や利⽤状況に対応した解析条件 

3.3 基本情報の収集・整理 

施設の基本情報として、平⾯図、標準断⾯図、⼟質条件等の情報を収集・整理する。 

利⽤可否判断等にあたり、対象施設の平⾯図、標準断⾯図、⼟質条件等は重要かつ不可⽋な情報であ
る。これらの情報を収集・整理し、必要なときにすぐに参照できるように準備しておく必要がある。維
持管理計画書、設計計算書（地震応答解析を実施している場合はその結果を含む）、施設の出来形図（完
成図）、維持管理点検診断の結果などの情報も⼊⼿し、あわせて整理しておくことが望ましい。また、過
去に地震被害を受けた施設では地盤の液状化発⽣履歴等が参考になるため、港湾空港技術研究所資料や
各学会の被害調査報告書等を基に、被災履歴を取りまとめておくとよい。 

地震後の利⽤を念頭においた施設設計上の⼯夫、緊急復旧⽤資材の準備等（付録 C 参照）が⾏われて
いる場合、発災後の現地での調査にあわせてその状況等を確認する必要が⽣じる可能性があるので、⼯
夫、準備等の内容、確認を要する事項等を事前にとりまとめておくことが重要である。 
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3.4 事前の計測 

発災後の構造物の残留変位および変形状況を把握するための基本情報として、災害発⽣前に、構
造物に設置した計測点の座標を計測する。あわせて、防災基準点を設置することが望ましい。 

（1）基本事項 
施設の利⽤可否判断等においては、発災後の構造物の残留変位および変形状況を把握することが重要

であり、その準備として、災害発⽣前の構造物の位置を正確に計測しておく必要がある。構造物に複数
の計測点を設け、災害発⽣前後の各計測点の座標の変化（変位）を求めることにより、構造物の残留変
位、変形状況等を知ることができる。特に、⽮板式係船岸や桟橋などの鋼部材を含む構造形式において
は、部材の変形状況を把握するため、災害発⽣前後の変位の計測が重要である。 
⼀⽅、⼤規模な地震が発⽣した場合、地殻変動の影響により地域全体の広い範囲で変位が⽣じる。こ

のような地域全体の変位に対しては、構造物は⼀体として平⾏移動するだけであり、構造物⾃体に⼤き
な変形は⽣じない。従って、施設の利⽤可否判断等の観点からは、地殻変動の影響を取り除き、施設周
辺で⽣じている局所的な地盤変形や構造物の変形に対応した変位を計測する必要がある。しかしながら、
地殻変動による地域全体の変位を発災後ただちに評価することは難しい。また、地殻変動の影響が⼤き
い場合、国⼟地理院の基準点等が⻑期間に渡り利⽤できなくなり、発災後の計測点の座標を短時間のう
ちに必要な精度で計測することが困難となる可能性がある。 

このような状況に備え、あらかじめ防災基準点を設定しておくことが望ましい。特に、耐震強化施設、
地域や港内に代替となる施設が存在しない施設、地震後の利⽤の優先度が⾼いと想定される施設等につ
いては、防災基準点を設定しておくことが求められる。また、⽮板式係船岸や桟橋などでは、地震後の
構造部材の状態を精度よく把握するために、防災基準点を設置しておくことが望ましい（5 章参照）。防
災基準点は、対象施設の近傍の地点で、地殻変動の影響は構造物と同じように受けるが、地殻変動以外
の影響（近隣の構造物の変状や周辺地盤の液状化に起因する局所的な地盤変形による影響等）を受けず、
かつ、発災後にも計測が可能な地点に設ける。発災後、防災基準点と構造物に設置した計測点の相対的
な位置関係を計測することで、地殻変動の影響を取り除き、施設周辺の局所的な地盤変形や構造物の変
形に対応した計測点の変位を求めることができる。防災基準点を活⽤した計測の概念を図 3-1 に⽰す。 

発災後、防災基準点、計測点が遅滞なく活⽤できるよう、定期的に設置状況を確認し、可能であれば
再計測を⾏って座標を更新することが望ましい。施設を新規に建設または改良する際は、竣⼯時に防災
基準点、計測点を設定するとよい。なお、計測点は維持管理計画書に定める座標系、位置座標と同⼀と
しておくことが望ましい 6）。 
防災基準点、計測点の適切な配置は、計測⽅法によっても異なるので、計測⽅法をあらかじめ検討し

ておく必要がある。また、計測⽅法等を検討する際は、対象施設の構造形式毎の利⽤可否の判断におけ
る着眼点（5 章参照）等も考慮する必要がある。 
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図 3-1 防災基準点を活⽤した計測の概念（伊藤・⼩濱 7）に加筆修正） 

（2）計測⽅法の例 
計測には様々な⽅法があるが、発災後、短時間かつ必要な精度で計測を⾏うには、RTK⽅式の GNSS

測位（以下、RTK-GNSSという。）が適している。防災基準点に基地局を設置し、構造物に設置した計
測点を移動局で順次計測していくことで、防災基準点と各計測点の相対的な位置関係を数センチメート
ルの精度で計測することができる。 

係留施設の発災後の迅速な利⽤可否判断等に資するため、RTK-GNSSを⽤いた係留施設の変位測定・
安定性評価⽀援アプリが開発されている 7）。耐震強化施設、地域や港内に代替となる施設が存在しない
施設、地震後の利⽤の優先度が⾼いと想定される施設等については、あらかじめこのようなアプリの利
⽤が可能となるよう準備しておくことが望ましい。また、⽮板式係船岸や桟橋などについても、地震後
の構造部材の状態を迅速に把握するため、アプリが利⽤できるよう準備しておくとよい（5 章参照）。 

発災後、国⼟地理院の基準点等が利⽤できない状況で、防災基準点、計測点の相対的な位置関係だけ
でなく、計測点の座標を計測する必要がある場合は、PPP-AR⽅式の GNSS測位により防災基準点の座
標を計測する（あるいは、別途、仮の基準点を設置する）⽅法もある。ただし、港湾施設の利⽤可否判
断等で求められる精度で座標を得るには⻑時間の計測が必要となるため、座標を計測する⽬的に応じて
適⽤⽅法を適切に検討する必要がある。詳細は基準・同解説 p. 1877 等を参照されたい。 
RTK-GNSSの機材の準備等が難しい場合は、防災基準点と計測点の配置を⼯夫することで、防災基準
点と計測点の相対的な位置関係をトータルステーションやスチールテープ等の在来の機材により計測す
ることも考えられる。また、写真、UAVで取得した画像等を解析することで変位を求める⽅法など、様々
な⽅法も開発されている。個々の技術については、基準・同解説 pp. 1850-1899 等を参照する他、最新
の計測技術に関する情報収集に努め、その時点で適⽤可能な最適な⽅法を選択していく必要がある。 

なお、重⼒式係船岸については、事前に防災基準点を設けていない場合でも、現地での⽬視観察、簡
易的な計測等により構造物の変形状況等を把握できる可能性がある。具体的な⽅法については 5.2 で述
べる。 

地震前

地震後

地殻変動 *
構造物
の変形

地殻変動 * 地殻変動 *

局所的な
地盤変形

構造物の変形
の影響範囲

防災基準点

地震前

地震後

防災基準点には不適計測点

地震前地震後

*地殻変動による変位はいずれの点においても平行
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3.5 事前の数値解析 

利⽤可否判断等のために事前に⾏う技術的な検討として、構造物の地震時の挙動を把握するため、
地震応答解析等の数値解析を実施することが望ましい。 

（1）基本事頃 
係留施設を構成する構造物は、多くの部分が地中または海⾯下に位置しており、発災後の⽬視調査、

計測等が容易でない。そのため、事前に地震応答解析等の数値解析を⾏い、様々な地震動に対する構造
物の挙動を把握し、施設天端の残留⽔平変位など地震後に⽐較的⼊⼿しやすい情報から地中または海⾯
下の部材の状態を推定できるようにしておくことが望ましい。あわせて、本震の地震動に続いて、想定
される利⽤⽅法に対応した荷重、余震による地震動等を作⽤させることにより、被災した状態における
構造物の耐⼒を調査する。 
⼀般には地震応答解析により⼀連の検討を⾏うことが想定されるが、必ずしもすべての検討を地震応
答解析により⾏う必要があるわけではない。例えば、本震に対する構造物の挙動を地震応答解析で確認
した後、利⽤⽅法に対応した荷重、余震による地震動等を時間変化のない荷重として扱う静的解析によ
り、構造物の応答を検討することが可能な場合もある。構造物の形式、想定される作⽤の種類、⼤きさ
等に応じて、適切な⽅法を選択するのがよい。解析⽅法の例を付録 D に⽰す。 
特に、耐震強化施設、地域や港内に代替となる施設が存在しない施設、地震後の利⽤の優先度が⾼い

と想定される施設等については、このような事前の数値解析を実施しておくことが求められる。また、
⽮板式係船岸や桟橋などでは、地震後の構造部材の状態を精度よく把握するために、事前の数値解析を
実施しておくことが望ましい。利⽤可否の判断における着眼点等は、構造物の形式により異なるので、
5 章の内容もあわせて参照されたい。 

（2）作⽤の設定 
事前の数値解析では、構造断⾯の照査に⽤いるレベル１地震動、レベル 2 地震動に加え、数段階の規

模の地震動を本震による地震動として想定し、地震動の⼤きさによる構造物の挙動の変化を把握する。
レベル 1 地震動、レベル 2 地震動以外の本震の地震動の設定⽅法としては、⼀般的な施設設計における
L1地震動の設定⽅法と同様な⽅法により再現期間を様々に変化させて作成した確率論的時刻歴波形を⽤
いる⽅法、レベル 1 地震動またはレベル 2 地震動を振幅調整した波形を⽤いる⽅法など、様々な⽅法が
考えられる。 

利⽤⽅法に対応した荷重としては、3.2 で想定した利⽤⽅法に基づき、載荷重の⼤きさ、載荷する範
囲、船舶による作⽤（接岸⼒、牽引⼒）の⼤きさ等を適切に設定する。解析に要するコストを低減する
ため、本震後に作⽤する接岸⼒、牽引⼒等を漸増載荷させていくプッシュオーバー解析により、構造物
が所定の状態に達するまでの構造部材の損傷過程を確認することも有⽤である。 
余震の地震動の設定⽅法としては、レベル 1 地震動を代⽤する⽅法、レベル 1 地震動またはレベル 2

地震動を振幅調整して作成する⽅法などが考えられる。利⽤フェーズ、本震の特性などを考慮し、適切
な地震動を設定する必要がある。 
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（3）結果の整理 
数値解析の結果の整理にあたっては、発災後の現地での調査で確認することが容易な値（例えば法線

の残留⽔平変位、構造物の残留傾斜⾓等）と構造物の状態または各部材の状態との関係がわかる図表を
作成する。その際、利⽤フェーズ、利⽤形態、構造物の状態の対応関係を意識し、想定されている利⽤
⽅法毎に必要な構造物の耐⼒を確保できる閾値が確認できるように⼯夫する。 

また、発災直後の被災状況の概略把握（4.3 参照）に⽤いるため、地震動の規模を代表する値（速度
PSI 値等）と構造物の状態または各部材の状態との関係がわかる図表もあわせて作成する。この際、地
震動の規模を代表する値として、4.2 で⼊⼿可能な情報に基づいて算定できる値を設定することが重要
である。例えば、速度 PSI値を⽤いる場合、地震動の計測位置が地表⾯か⼯学的基盤⾯か、サイト増幅
特性をどのように取り扱うか等を考慮し、速度 PSI値の算定⽅法を適切に定め、それを明⽰した上で解
析結果をとりまとめる必要がある。 

（4）その他の注意点 
接岸⼒は防舷材、牽引⼒は係船柱の耐荷能⼒等に関係するため、施設の原設計時に想定されている以

上の船舶の係留の可否を判断する場合は、防舷材や係船柱の性能に関する検討を別途⾏う必要がある。 

3.6 利⽤可否の判断基準の設定 

利⽤⽅法の想定、収集・整理した基本情報、事前の数値解析の結果等に基づき、施設毎に利⽤可
否の判断の指標となる項⽬を抽出し、利⽤可否の判断基準を設定する。 

発災後に利⽤可否判断等を⾏う際は、施設の実際の被災状況、施設周辺の状況等を確認し、総合的に
判断を⾏うこととなる。しかしながら、判断の⼿掛りとなる指標等が全く存在しない状態では、利⽤可
否の判断を⾏うことが⾮常に難しい。そこで、あらかじめ対象とする施設毎に利⽤可否の判断基準を設
けておく。判断基準は、施設を構成する構造物の安定の観点と、施設の利⽤の観点から検討する。指標
とする項⽬は、発災後に確認、計測等が可能であるものを抽出する必要がある。また、利⽤可否の判断
は利⽤⽅法により異なると考えられるため、利⽤可否の判断基準は 3.2 で想定した利⽤⽅法の想定毎に
設定するのが理想的である。 
最も基礎的で定量的な指標として、施設を構成する構造物の残留変位等が挙げられる。⽐較的計測し

やすい法線天端の残留⽔平変位、残留鉛直変位、残留傾斜⾓等に対し、構造物の状態等との対応関係か
ら適切な基準値を設定し、発災後の調査でこれらの値が基準値を超過しているか否かを確認する。その
他の指標としては、法線の変状（凹凸、はらみ出し等）、エプロン、背後地盤等おける段差やクラックの
発⽣状況、対象施設前⾯の⽔域の⽔深、浮遊物、障害物の有無、周辺の道路までのアクセスの状況等が
挙げられる。それぞれについて、構造の安定の観点、施設の利⽤の観点から、定性的または定量的な基
準を設定するとよい。また、施設の利⽤の観点からの基準には、緊急復旧⼯事で対応可能と考えられる
範囲についての情報もあわせてとりまとめておくとなおよい。 

対象施設に対して 3.5 で述べた事前の数値解析を実施している場合は、主としてその解析結果に基づ
いて指標とする項⽬、判断基準を設定する。また、耐震強化施設で施設の設計時に地震応答解析を実施
している場合は、その解析結果を参考とすることができる。事前の数値解析を実施していない場合は、
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収集・整理した基本情報に基づき、既往の知⾒等から、指標とする項⽬、判断基準を設定してもよい。
既往の知⾒等から判断基準を設定する際に参考となる情報を付録 A に⽰す。 

3.7 発災後の調査への備え 

発災後の現地での調査に備え、現地で使⽤する資料、計測機器、その他の装備品を準備し、その
収納場所を関係者に広く周知する。 

発災後、速やかに現地に赴き調査を⾏うため、現地で使⽤する装備品として、資料、計測機器、調査
⽤具、通信機器、安全⽤具、作業服等をあらかじめ準備しておく必要がある。準備した備品は庁舎等が
被災することも想定した上で適切な場所に収納し、担当者が不在の場合でも収納場所がただちに把握で
きるよう、明⽰・周知する。あわせて、保管数量、収納状況等を定期的に確認し、管理することが重要
である。 

通信機器については、災害時に携帯電話等の移動体通信ネットワークに障害が発⽣する可能性を考慮
し、衛星電話、衛星インターネットアクセス等の利⽤を検討しておくとよい。 
装備品の準備にあたっては、防寒⽤品や暑さ対策⽤品などの季節⽤品も⼗分な数量を揃えておくのが

よい。また、⽔、⾷料の他、ウェットティッシュ、携帯トイレ等の衛⽣⽤品、モバイルバッテリー等、
災害発⽣時には様々な物品の調達が困難になることも想定される。⼀般的な⾮常⽤保存⾷、防災⽤品等
を、庁舎等の災害対策⽤の備蓄とは別に準備しておくとよい。 

3.8 事前準備資料の共有・更新 

利⽤可否判断等の事前準備として収集・整理した資料および技術的な検討の結果等は、利⽤可否
判断等の事前準備資料としてとりまとめ、発災後に滞りなく活⽤できるよう関係者間で適切に共有
する。 

3.2 から 3.7 で実施した情報収集、技術的な検討の結果、発災後の調査のための準備の状況等は、事
前準備資料としてとりまとめ、必要なときにすぐに活⽤できるよう、関係者間で適切に共有する。とり
まとめにあたっては、必要な情報を読み取りやすく整理することが重要である⼀⽅、利⽤可否判断等の
際に、より⾼度な技術的判断を⾏う可能性を考慮して、バックデータとなる原資料も参照できるように
しておくことが望ましい。 

事前準備資料の共有⽅法として、サイバーポートなどのデジタルプラットフォームへの情報の登録お
よび参考資料の添付が考えられる。なお、⼤規模な災害の直後には、停電、通信ネットワークの障害等
が発⽣する場合も多いので、重要な情報については印刷物として保管することも検討するとよい。 

利⽤可否判断等を正しく実施するためには、作成した事前準備資料を適切に更新する必要がある。防
災基準点、計測点の座標が更新されたとき、施設の改良等が⾏われたとき、地域で想定される地震動が
更新されたとき、地域防災計画、港湾 BCP等が更新されたときなど、時宜を捉えて事前準備資料の内容
を確認し、必要に応じて更新しなければならない。 
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第 4 章 発災後の調査 

4.1 発災後の調査の概要 

発災後、速やかに、地震動に関する基本情報、現地の画像等を⼊⼿し、被災状況の概略を把握す
る。把握した被災状況に応じて、現地での調査および施設周辺の調査等を⾏い、利⽤可否判断等に
必要な情報を収集・整理する。 

施設の利⽤可否判断等にあたっては、速やかに現地および施設周辺（2.2 で述べた係留施設の利⽤可
否判断等に関係する施設等）の調査等を⾏うのが理想的である。しかしながら、地震の後に津波警報が
発令され、現地での調査が可能となるまでに⼀定程度の時間を要する場合がある。また、⼤規模な地震
等により広い範囲で施設が被災していることが予想される場合には、限られた⼈的資源の中で効率的に
調査を⾏い、短時間のうちに可能な限り多くの施設の利⽤可否判断等を進められるように努める必要が
ある。そのため、発災後、速やかに地震動に関する基本的な情報、現地の画像等を⼊⼿し、被災状況の
概略を把握した上で、被災状況に応じて現地での調査を適切に計画し、利⽤可否の判断に必要な情報を
効率的に収集・整理する。発災後の調査フローの例を図 4-1 に⽰す。なお、情報収集、調査⽅法の詳細
については、基準・同解説 pp. 1850-1899 をあわせて参照されたい。 

 
図 4-1 発災後の調査フローの例 

利用可否の判断（5章）

利用可否の判断基準（3.6）

係留施設周辺の調査（4.5）
その他の調査・計測等（4.6）

現地での調査（4.4）

災害発生

事前の数値解析（3.5）

基本情報の収集・整理（3.3）
平面図・標準断面図・土質条件等

利用方法（3.2）
利用フェーズ・利用形態

被災状況の概略把握（4.3）
被災状況の推定
優先の順位検討

基本情報の収集・整理（4.2）
地震動の情報
施設周辺の画像等
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4.2 基本情報の収集・整理 

災害の基本情報として、地震動に関する基本情報、利⽤可否判断等の対象とする施設周辺の画像
等を収集・整理する。あわせて、対象施設の事前準備資料を⼊⼿する。 

発災後、収集・整理すべき情報として、地震動に関する基本情報が挙げられる。その他、利⽤可否判
断等の対象とする施設周辺の画像等を収集するとともに、対象施設の事前準備資料を⼿元に揃える。 

地震動に関する情報は、港湾地域強震観測網 8）で得られる強震観測記録の他、近傍の K-NET（全国強
震観測網）9）、KiK-net（基盤強震観測網）9）の強震観測点の記録を利⽤できる可能性がある。その他、
気象庁から発表される震源・震度情報等も参考となる。 

現地の画像は、みなとカメラ、航空機（無⼈航空機を含む）等による空撮画像、衛星画像などの他に、
近年では様々な場所にカメラが設置され、ライブ映像がインターネットで公開されている場合もある。
平時より、対象施設について、近隣の強震観測点、画像の⼊⼿可能性（カメラの設置状況）等を確認し
ておくとよい。 

なお、⼤規模な災害の直後には、通信ネットワークの障害等により情報の⼊⼿が困難となる場合も多
い。⼀度にすべての情報を揃えようとするのではなく、ある程度⼊⼿できた段階で 4.3 以降の作業に移
り、並⾏して、随時、情報を更新していくことが望ましい。 

4.3 被災状況の概略把握 

得られた基本情報に基づき、被災している地域、被災状況の概略を把握するとともに、利⽤可否
判断等の対象となる施設の被災状況を推定し、現地での調査の必要性の有無、調査の可否、優先順
位等を検討する。 

（1）基本事項 
発災後に収集した基本情報により、被災している地域の範囲、被災状況の概略等を把握する。その上

で、対象施設の被災状況の推定を⾏う。施設の画像等が⼊⼿できれば、画像から被災状況をある程度把
握できる場合がある。また、強震計により観測された地震動の速度 PSI値を基に、施設の被災状況を把
握する⽅法等も提案されている。施設周辺の被災状況に加え、施設までの経路等も勘案した上、現地で
の調査の必要性、調査の可否、優先順位等を検討する。 
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（2）施設の被災状況の推定 
被災状況の推定⽅法として、港湾地域強震観測網から得られる地表⾯の速度 PSI値を⽤いた港湾単位

での被災有無の概略判定⽅法が提案されており、参考にできる 10）。提案されている判定表を表 4-1 に⽰
す。また、施設の画像等が⼊⼿できている場合は、画像から施設の被災状況を確認する。 

3.5 の事前の数値解析を実施している場合は、結果の整理において作成した、地震動の規模を代表す
る値（速度 PSI値等）と構造物の状態または各部材の状態との関係がわかる図表を⽤いて、被災状況を
推定することができる。また、発災後、⾃動的に地震動情報等を⼊⼿し、数値解析等を実施して被災度
診断を⾏うシステムが導⼊されている事例も報告されており、参考となる 11）。 

なお、利⽤可否の判断における着眼点等は、構造物の形式により異なるので、5 章の内容もあわせて
参照されたい。 

（3）優先順位の考え⽅ 
現地での調査の優先順位は、施設の被災状況の他、地域の事情、港湾の特性等も考慮し、適切に検討

する必要がある。 
施設の被災状況に関しては、現地での調査をすることで利⽤可と判断できる可能性があるか、現地へ

のアクセスが可能か、複数施設の調査を想定した際に効率的な経路設定等が可能かといった観点が考え
られる。 

地域の事情、港湾の特性等に関しては、耐震強化施設、地域や港内に代替となる施設が存在しない施
設、地震後の利⽤の優先度が⾼いと想定される施設等を優先して調査することが望ましい。また、発災
後、現に利⽤要請が寄せられている施設がある場合は、優先的に現地での調査を⾏い、利⽤可否判断等
を実施することが求められる。 

なお、⼀般に重⼒式係船岸の利⽤可否の判断は、発災後の調査により得られる情報量が少ない場合で
も⽐較的容易に⾏える傾向があるので、状況により重⼒式係船岸を優先して現地での調査を実施するの
も⼀案である。 

表 4-1 地表⾯の速度PSI値を利⽤した港湾単位での係留施設を対象とした被害有無・被害程度の判定表 10） 

速度 PSI 値 
（cm/s0.5） 係留施設の被害有無・被害程度 過去の代表的な被害事例 

50 以上 甚⼤な被害が発⽣している可能性が⾼い。 1995 年兵庫県南部地震：神⼾港 PSI 値＝99 
1983 年⽇本海中部地震：秋⽥港 PSI 値＝61 

25 以上 
  〜50未満 

相当程度の被害が発⽣している可能性が⾼い。 
ただし、被害が軽微である場合もある。 

2016 年熊本地震：別府港 PSI 値＝46 
2021年福島県沖地震：相⾺港 PSI 値＝32 

10 以上 
  〜25 未満 軽微な被害または無被災である可能性が⾼い。 2011年東⽇本⼤震災：釜⽯港 PSI 値＝24 

1993 年釧路沖地震：⼗勝港 PSI 値＝21 

10 未満 無被災である可能性が極めて⾼い。  
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4.4 現地での調査 

把握した被災状況に応じて適切に調査計画を⽴案し、現地での調査を⾏い、利⽤可否判断等に必
要な情報を収集する。 

施設の被災状況を把握し、調査計画を適切に⽴案した上で、現地に⼈員を派遣し、現地での調査を実
施して、利⽤可否判断等に必要な情報を収集する。調査のための⼈員配置、連絡体制、⾏動計画等に関
しては、各組織において整備されている地震・津波時の対応マニュアル等に従えばよいが、利⽤可否判
断等に特有の事項として、後⽅⽀援体制の重要性が挙げられる。 

施設の利⽤可否判断等のための現地での調査では、事前準備資料をはじめ多数の資料・図⾯等を確認
しながら、必要な箇所を観察、計測していく必要がある。また、現地の状況を⾒ながら、追加的に観察、
計測を⾏うべき箇所等が⽣じる場合もある。さらには、4.2、4.3 で述べた情報収集、被災状況の概略把
握の作業が並⾏して進むことにより、必要とされる観察、計測の内容が変化することもある。このよう
な状況下において、現地に赴いた職員が調査を実施しつつ、情報を整理し、適切に対応するのは困難で
ある。後⽅⽀援ができる体制を構築し、現地での調査にあたっている職員と連絡を密にとりながら、現
地で確認すべき事項を的確に、もれなく調査できるよう⽀援することが重要である。また、⼤規模な災
害が発⽣した場合には、施設の調査に必要な技術、知⾒を有する職員が不⾜することも想定される。従
って、例えば、現地での調査の状況をリアルタイムで研究所等に配信し、遠隔から技術的な助⾔等を受
けられる体制を構築することも有⽤である。さらに、現地での調査と後⽅⽀援、遠隔⽀援等の体制の構
築について定期的に訓練を⾏うなど、発災後に短時間で体制を構築できるように準備しておくことが望
ましい。あわせて、衛星電話、衛星インターネットアクセスの活⽤⽅法等も検討しておくとよい。 

現地での調査の着眼点は表 2-1 に、計測⽅法は 3.4 に⽰したとおりであるが、確認が必要な箇所や計
測で求められる精度等は構造形式により異なるため、5 章を参照し適切に調査を実施する。その際、観
察、計測が必要な箇所をもれなく調査できるよう、あらかじめ調査フロー、調査票の様式等を作成し、
3.6 で設定した利⽤可否の判断基準を記載しておくとよい。 

4.5 係留施設周辺の調査 

利⽤可否判断等の対象となる施設の調査に加え、その施設の利⽤可否判断等に関係する施設等を
調査する。 

利⽤可否判断等の対象となる係留施設の調査を⾏うと同時に、係留施設の利⽤に関係する施設、施設
周辺の状況等を調査する。調査のおおまかな観点は表 2-1 に⽰したとおりである。詳細は基準・同解説
pp. 1850-1899 などをあわせて参照されたい。 
防波堤等の状況に関しては、陸上からの調査では⼗分な観察が難しいことも想定されるが、その場合

でも安全に配慮しつつ可能な限り近接する地点から状況を把握し、係留施設への船舶の接岸への影響や
海上からの調査等の必要性の有無を確認することが望ましい。 

係留施設の利⽤という観点からは、係留施設へのアクセス可否の把握が⾮常に重要となる。特に橋梁・
トンネル等の構造物に関しては、⾞両通⾏の障害となるような変状が⽣じていないことを確認する必要



 

 19 

がある。これらの構造物の点検⽅法に関しては、⽂献 12）〜14）などが参考となる。構造物の維持管理
計画書などに点検⽅法・着⽬点等が記載されている場合もあるので、あらかじめ確認しておくとよい。
また、構造物の状況等により被災後の判断が難しいことが予想される場合には、事前に代替ルートの可
能性を検討しておくとよい。 

表 3-2 に⽰した利⽤形態Bのような利⽤形態を想定する場合は、ある程度まとまった交通量が発⽣す
ることが予想されるため、その交通量に⾒合ったアクセス経路が確保できるか確認する。そのため、施
設の利⽤が想定される船舶の積載能⼒や対象貨物等から発⽣輸送量をあらかじめ概算しておくとよい。
概算にあたっては過去の事例 15）、16）等が参考となる。また、地域防災計画等により対象施設の利⽤⽅法
が想定されている場合は、その内容も参考にするとよい。 

調査の際に、観察、計測が必要な箇所をもれなく調査できるよう、利⽤可否判断等の調査対象となる
係留施設の調査フロー、調査票の様式等に、当該係留施設の利⽤可否判断等に関係する施設等の調査に
関する調査内容を付記するとともに、3.6 で設定した利⽤可否の判断基準を記載しておくとよい。 

4.6 その他の調査・計測等 

必要に応じ、航路・泊地について、⼗分な⽔深が確保されていることを確認する。 

地震に伴って津波が発⽣した場合や、地殻変動に伴い地盤の隆起・沈降が発⽣した場合などには、航
路・泊地等に障害物が沈没したり⽔深が変化したりすることにより、船舶の航⾏に⽀障をきたす恐れが
ある。このような場合には、陸上からの調査とは別に海上からの調査を⾏い、障害物の有無、⽔深等を
確認する必要がある。この確認は暫定の⽔深の情報として利⽤に耐え得る⼗分な精度で⾏う必要がある
ため、ナローマルチビーム⽅式で⾏うことが望ましい。測深データの解析時間の短縮やデータ共有、⼀
元管理等を促進するマルチビームデータクラウド処理システム（MBC）17）についても、あわせて導⼊を
検討するとよい。 

近年、最低⽔⾯モデルと GNSS鉛直測位による測深⽅法が提案されており 18）、この⽅法を活⽤するこ
とで、地震に伴う地殻変動で基本⽔準標と最低⽔⾯の位置関係が変わり、あるいは検潮所が被災した場
合でも、航路・泊地の⽔深の計測を迅速に開始することが可能となる。これらの⽅法の適⽤をあらかじ
め検討しておくことも有⽤である。その他、⽔深の計測に関する詳細は基準・同解説 pp. 1863-1868 等
を参照されたい。 

なお、地殻変動による施設近傍の隆起、沈降量を緊急的に把握したい場合には、あくまでも参考値で
はあるが、天⽂潮位を利⽤する⽅法も考えられる。海⾯が天⽂潮位に⼀致していると仮定すれば、海⾯
と係留施設の天端または係留施設前⾯の海底⾯との⽐⾼をスタッフ、レッド等により計測することで、
それぞれの標⾼を簡易的に求めることができる。 
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第 5 章 利⽤可否の判断 

5.1 共通事項 

事前準備資料および発災後の調査の結果に基づき、施設の利⽤可否を判断する。 

発災後の調査により⼀定の情報が得られた段階で、施設の利⽤可否を判断する。主として、現地での
調査結果と、3.6 で設定した利⽤可否の判断基準との対⽐により利⽤可否を判断することが基本である
が、機械的に対⽐するのではなく、視野を広く持ち多⾓的に判断することが重要である。また、単に利
⽤可・利⽤不可と区分するのではなく、どのような使い⽅ができるか（想定されている利⽤⽅法を修正
することで利⽤可とできないか）、どのようにすれば使えるか（緊急復旧⼯事等により利⽤可とできない
か）といった観点で、柔軟に判断することが望ましい。そのためには、複数⼈で議論をするなど、多様
な観点が期待できる検討体制を整え、組織的に判断するとよい。利⽤可否の判断フローの例を図 5-1 に
⽰す。なお、地震後の利⽤を念頭においた施設設計時の⼯夫等について付録 C に⽰しているので参照さ
れたい。 

係留施設の利⽤可否の判断の観点は、施設の構造形式により⼤きく異なる。各構造形式の利⽤可否の
判断の観点を次節以降に概説する。 

 
図 5-1 利⽤可否の判断フロー 

利用可

利用可否の判断基準（3.6）

利用不可

施設の利用の観点からの判断

構造の安定の観点からの判断

利用方法の微修正
緊急復旧工事の実施等

発災後の係留施設周辺の調査（4.5）
その他の調査・計測等（4.6）

利用可否判断
START

事前の数値解析（3.5）

基本情報（3.3）
平面図・標準断面図・土質条件等

利用方法（3.2）
利用フェーズ・利用形態

発災後の現地での調査（4.4）
事前の計測（3.4）

OK NG

OK NG

OK NG
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5.2 重⼒式係船岸 

（1）代表的な被災形態 
重⼒式係船岸では、図 5-2、図 5-3 に⽰すように、壁体が沈下、傾斜を伴いながら海側へと変位し、

それに伴い壁体の背後に段差が⽣じる被災形態が多く⾒られる。また、壁体を構成する函体の変位差に
より、法線にずれが⽣じる場合もある。⼀⽅で、⼤きな地震動を受けた場合でも、壁体そのものが破壊
した事例は報告されていない。⼤規模な津波を受けた場合には、壁体の前⾯で洗掘が⽣じている可能性
があるので注意が必要である。 

  
 （a）基礎地盤が堅固な場合 （b）基礎地盤がゆるい飽和砂質⼟の場合 

図 5-2 重⼒式係船岸の地震時の被災形態の例 19） 

 
図 5-3 兵庫県南部地震における重⼒式係船岸の被災事例（写真は左右反転）（基準・同解説 p. 1854） 
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（2）利⽤可否の判断における着眼点等 
重⼒式係船岸では、これまで壁体そのものが破壊した事例がないことから、構造の安定の観点からは、
壁体の変位、傾斜の残留値が壁体の安定性に与える影響が主たる課題となる。すなわち、地震後の状態
で（津波による前⾯の洗掘が推定される場合は洗掘が⽣じた状態で）、地震後に想定した利⽤形態に対応
した作⽤（船舶による作⽤、載荷重等）、余震による地震動等に対し壁体の安定が維持されることを確認
する。また、壁体がブロック積みの場合には、ブロック間のずれ量を確認し、ブロックの安定性を検討
する必要がある。 
既往の潜⽔調査結果、模型振動実験結果、数値解析結果によれば、壁体の⽔平変位は、捨⽯マウンド

上での壁体の滑動ではなく、捨⽯マウンドを含めた基礎地盤全体の変形によって⽣じることがほとんど
である。ただし、壁体の⽔平変位が⾮常に⼤きい場合には、壁体と捨⽯マウンド法肩の位置関係を確認
すると良い。 
次に、施設の利⽤の観点から、壁体の変位、傾斜等が、船舶の接岸、陸上側からの⾞両のアクセス等

に与える影響を確認する。壁体の傾斜が⼤きいと壁体天端での作業に危険が⽣じるなど施設の利⽤が難
しくなる。また、壁体を構成する函体毎の変位の差（法線のずれ）が⼤きいと船舶の接岸が困難となる。
そのため、施設内でこれらの変状が船舶の接岸、荷役等の作業に影響しない程度におさまっている範囲
を特定し、想定している利⽤⽅法に対して必要な法線延⻑が確保できるか確認する必要がある。あわせ
て、係船柱、係船環と係留施設本体との接合部の損傷等を確認し、係船柱、係船環の利⽤可否を検討す
る。 
壁体の⽔平変位に伴う壁体背後の段差、エプロン、背後地等の舗装、地表⾯の段差、クラックの発⽣

等が著しい場合は、⾞両によるアクセスが困難となることから施設の利⽤⽤途が限られる。このような
場合には、砕⽯、敷鉄板等による整地、スロープ形成等の緊急復旧⼯事により、荷役等の作業性の確保、
⾞両によるアクセスの確保、作業⽤地の確保等が可能かといった検討も⾏うとよい。 

重⼒式係船岸の場合、構造の安定の観点よりも施設の利⽤の観点の⽅が課題となるケースが多いと考
えられ、構造物の変位の計測にそれほど⾼い精度は要求されない。そのため、事前に防災基準点等を設
置していない場合でも、簡易的な⽅法により壁体の変位を把握し、その他の⽬視調査の結果等と組み合
わせて利⽤可否を判断できる場合もある。例えば、図 5-4（a）に⽰すように、壁体背後の地盤に⽣じた
クラック幅を計測し、クラック幅の和から壁体の⽔平変位を推定できる可能性がある。また、図 5-4（b）
に⽰すように、壁体背後に⼤きな沈下（⾚斜線部）が⽣じていれば、沈下した地盤の体積から壁体の⽔
平変位を推定できる可能性がある。さらに、兵庫県南部地震による神⼾港での被災事例を分析して得ら
れたケーソン背後の段差とケーソンのはらみ出し量の関係（図 5-4（c））を基に、岸壁の⽔平変位を推
定する⽅法もある。いずれの⽅法も重⼒式係船岸の地震時の挙動を⼗分に理解した上で活⽤する必要が
あるため、これらの⽅法を安易に⽤いることなく、研究所等の専⾨技術者に相談するなど慎重に判断す
ることが求められる。 



 

 23 

  
 （a）クラック幅から推定する⽅法 （b）段差部分の体積から推定する⽅法 

 
（c）岸壁のはらみ出し量と段差との関係 20） 

図 5-4 重⼒式係船岸の⽔平変位の簡易推定の例 

5.3 ⽮板式係船岸 

（1）代表的な被災形態 
⽮板式係船岸は、⽮板と控え⼯の間をタイ材で連結した構造形式であるため、これらの構造部分の変
形、損傷の状態の組み合わせにより、様々な被災形態が⽣じる。代表的な被災事例として、図 5-5 に⽰
すように、控え⼯の変位は⽐較的⼩さいが、⽮板が「く」の字形に変形し損傷した事例がある。また、
図 5-6 に⽰すように、控え⼯の損傷または⼤きな変位の発⽣に伴って、⽮板の頭部が海側に⼤きく変位
し⽮板が前傾した事例がある。これらの中間的な挙動として、控え⼯に⼤きな変位が発⽣し、それに伴
って⽮板の頭部が海側に変位、⽮板が前傾するとともに、⽮板そのものも「く」の字形に変形するよう
な被災形態が⽣じる場合もある（図 5-7 参照）。その他、タイ材が降伏したりタイ材が抜け出すことで、
控え⼯に⼤きな変位が⽣じたときと同様な被災形態が⽣じることも考えられる。また、ひとつのバース
の中で⽮板の⽔平変位の⼤⼩が変化し、法線の直線性が損われる場合もある。これにより、バース中央
部分が平⾯的に海側にはらみ出すような変形傾向がしばしば⾒られる。 

⽮板に⼤きな変位、傾斜、変形等が発⽣した場合は、⽮板の背後地盤に⼤きな沈下等が⽣じる。また、
控え⼯が⼤きく変位した場合には、控え⼯の頭部付近に⼤きな段差、クラック等が⽣じる。 
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図 5-5 ⽮板が変形、損傷した事例（⽇本海中部地震）19） 

  
図 5-6 控え⼯の⼤きな変位に伴って⽮板頭部が変位、⽮板が傾斜した事例（⽇本海中部地震）19） 

 
図 5-7 変形モードの概念図 
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（2）利⽤可否の判断における着眼点 
⽮板式係船岸では様々な被災形態が⽣じるため、現地の状況を詳細に観察し、どのような破壊形態が

⽣じているのか、どの構造部分の変位、変形等が⽀配的な要因となっているのか等を推定する必要があ
る。続いて、推定した被災形態を念頭に、各部材の状態を把握し、災害発⽣時の利⽤形態を想定した作
⽤に対し⼗分な耐⼒を維持しているかどうか、構造の安定の観点から検討する。しかしながら、⽮板式
係船岸では、海⾯下、地中部など、陸上からの短時間の調査では観察、計測が難しい場所に位置する部
材が多く、被災形態の特定、各部材の状態の把握に困難を伴う。そのため、⽮板式係船岸では発災後の
利⽤可否の判断に時間を要する傾向がある。 

このようなことから、耐震強化施設、地域や港内に代替となる施設が存在しない施設、地震後の利⽤
の優先度が⾼いと想定される施設等については、3.5 で述べた事前の数値解析を⾏い、どの程度の地震
動でどのような被災形態が⽣じ得るかをあらかじめ推定しておくことが求められる。また、数値解析の
結果から、⽮板頭部の残留⽔平変位、傾斜等と構造物の状態、各部材に発⽣する応⼒等の関係を整理し
ておき、発災後にこれらの値を計測することで構造物全体や各部材の状態を間接的に把握することがで
きる。このとき、単に⽮板頭部の⽔平変位の計測に拘泥するのではなく、⽮板の傾斜、控え⼯頭部付近
での地表⾯の変状の発⽣等も⼗分に観察し、事前の数値解析で想定されている被災形態と実際の被災形
態が概ね⼀致していることを確認することが重要である。特に、⽮板の⽔平変位の規模に対し⽮板背後
の沈下が著しい場合は、⽮板の損傷の可能性を検討する必要がある。部材の状態を⽮板頭部の⽔平変位
等を指標として間接的に判断するため、⽮板頭部の⽔平変位を精度よく計測することが求められる。従
って、事前に防災基準点、計測点を設置し、発災後、速やかに施設の変位を精度よく計測できる準備を
しておくことが望ましい（3.4 参照）。 

なお、地震動により鋼管⽮板に発⽣する応⼒が降伏応⼒を超過しても、曲率が限界曲率を超過せず、
地震後の残留応⼒が降伏応⼒を下回っていれば、鋼管⽮板は⼀定の強度、剛性を維持していると考えて
よい。ただし、地震動により鋼管⽮板に発⽣する曲率が限界曲率を超えた場合、発⽣応⼒が降伏応⼒を
多数回超過した場合などには、残留状態で降伏応⼒以下となっていても鋼管⽮板の性能が低下している
可能性があるため、地震後の利⽤形態に対応した作⽤に対する応答を算定する際に注意が必要となる。 
次に、施設の利⽤上の観点から、⽮板の変形、エプロン、背後地等に⽣じた沈下、段差、クラック等

が、船舶の接岸、陸上側の⾞両のアクセス等に与える影響を確認する。⽮板の変位、変形、または、法
線の平⾯的なはらみ出しが⼤きいと、船舶の接岸に⽀障が⽣じる。そのため、施設内でこれらの変状が
船舶の接岸、荷役等の作業に影響しない程度におさまっている範囲を特定し、想定している利⽤⽅法に
対して必要な法線延⻑が確保できるかどうかを確認する必要がある。あわせて、係船柱、係船環と係留
施設本体との接合部の損傷等を確認し、係船柱、係船環の利⽤可否を検討する。 
エプロン、背後地等で沈下、段差、クラック等の発⽣が著しい場合は、⾞両等によるアクセスが困難

となることから、施設の利⽤⽤途が限られる。このような場合には、砕⽯、敷鉄板等による整地、スロ
ープ形成等の緊急復旧⼯事により、荷役等の作業性の確保、⾞両によるアクセスの確保、作業⽤地の確
保等が可能かといった検討も⾏うとよい。また、船舶の牽引⼒に対する耐⼒が不⾜する場合は、重⼒式
の仮係船柱を⼿配して、控え⼯の背後に設置することを検討するとよい。 

なお、⽮板式係船岸の場合、緊急復旧⼯事に伴い⽮板に作⽤する⼟圧が変化することで、⽮板にさら
なる変位、変形が⽣じる恐れがあるため、構造の安定の観点から慎重に検討し、⼯事を⾏う必要がある。 
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5.4 桟橋 

（1）代表的な被災形態 
桟橋の被災形態としては、上部⼯、載荷重（荷役機械等含む）等の慣性⼒による変形、⼟留部が変位

し渡版を介して桟橋を押すことによる変形、地盤の側⽅への移動に伴い杭が押されることによる変形等
が挙げられ、過去の被災事例では後⼆者が多く⾒られる（図 5-8 参照）。兵庫県南部地震の被災事例で
は、図 5-9 に⽰すように杭頭部、杭地中部で複数の局部座屈が⽣じていたことが確認されている。⼟留
部は重⼒式または⽮板式の構造形式を採⽤している場合が多く、⼟留部の被災形態は 5.2、5.3 に述べた
ものと同様に考えてよい。また、桟橋のブロック毎の⽔平変位の差により、法線のずれが発⽣すること
がある。その他、渡版が持ち上がったり、落下するなどといった被害も起こりうる。⼤規模な津波を受
けた場合には渡版が揚圧⼒で⾶散した事例がある。 

なお、桟橋の変形に伴い、上部⼯の梁、床版などの部材が損傷することも想定される。桟橋の変形が
⼤きくなると、梁の破壊、床版の落下等、上部⼯に⼤きな損傷が発⽣する可能性もあるので、注意する
必要がある。 

  
 （a）床版の慣性⼒による変形 （b）⼟留部の変位による（渡版を介した）変形 

 
（C）地中部の地盤変位による変形 

図 5-8 桟橋の代表的な被災形態 19） 

ゆるい土層

安定した土層
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図 5-9 兵庫県南部地震における桟橋の被災事例（井合ら 19）に加筆修正） 

（2）利⽤可否の判断における着眼点 
桟橋の被災は杭の変形、損傷に関係するものが多く、発災後の現地での調査では直接的な観察、計測

が難しい。そのため、構造の安定の観点からの評価が困難である。特に地中部の杭の状況を把握する技
術は現時点では⾮常に限られており、杭内部を掘削して傾斜計を挿⼊する⽅法など調査に⻑期間を要す
る⽅法しかないため、発災後の早期の段階では地中部の杭の状況把握は⾏われないのが実情である。 

そのため、耐震強化施設、地域や港内に代替となる施設が存在しない施設、地震後の利⽤の優先度が
⾼いと想定される施設等については、3.5 で述べた事前の数値解析を⾏い、どの程度の地震動でどのよ
うな被災形態が⽣じ得るかをあらかじめ推定しておくことが有⽤である。また、数値解析により、法線
天端の残留⽔平変位と構造物の状態、上部⼯、杭等の部材に発⽣する応⼒等の関係を整理しておき、発
災後に法線の残留⽔平変位を計測することで構造物全体や部材の状態を間接的に把握することができる。
このとき、桟橋の被災状況が、事前の数値解析で想定されている変形状況と概ね⼀致していることを確
認する必要がある。部材の状態を法線天端の⽔平変位等を指標として間接的に判断するため、法線天端
の⽔平変位を精度よく計測することが求められる。従って、事前に防災基準点、計測点を設置し、発災
後、速やかに施設の変位を精度よく計測できる準備をしておくことが望ましい（3.4 参照）。 

なお、地震動により鋼管杭に発⽣する応⼒が降伏応⼒を超過しても、曲率が限界曲率を超過せず、か
つ、地震後の残留応⼒が降伏応⼒を下回っていれば、鋼管杭は⼀定の強度、剛性を維持していると考え
てよい。ただし、地震動により鋼管杭に発⽣する曲率が限界曲率を超えた場合、発⽣応⼒が降伏応⼒を
多数回超過した場合などには、残留状態で降伏応⼒以下となっていても鋼管杭の性能が低下している可
能性があるため、地震後の利⽤形態に対応した作⽤に対する応答を算定する際に注意が必要となる。 
次に、施設の利⽤上の観点から、桟橋天端の変位、傾斜、法線のずれ、⼟留部の背後地盤等に⽣じた
段差、クラック等が、船舶の接岸、陸上側の⾞両のアクセス等に与える影響を確認する。桟橋天端の変
位、傾斜、法線のずれが⼤きい場合などには船舶の接岸、荷役等の作業に⽀障が⽣じる。そのため、施
設内でこれらの変状が船舶の接岸、荷役等の作業に影響しない程度におさまっている範囲を特定し、想
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定している利⽤⽅法に対して必要な法線延⻑が確保できるかどうかを確認する必要がある。あわせて、
係船柱、係船環と係留施設本体との接合部の損傷等を確認し、係船柱、係船環の利⽤可否を検討する。 

⼟留部の背後地盤に⽣じる段差、クラックの発⽣が著しい場合は、⾞両等によるアクセスが困難とな
ることから、施設の利⽤⽤途が限られる。このような場合には、砕⽯、敷鉄板等による整地、スロープ
形成等の緊急復旧⼯事により、荷役等の作業性の確保、⾞両によるアクセスの確保、作業⽤地の確保等
が可能かといった検討も⾏うとよい。また、船舶の牽引⼒に対する耐⼒が不⾜する場合は、重⼒式の仮
係船柱を⼿配して、控え⼯の背後に設置することを検討するとよい。 

桟橋の場合、桟橋の本体と⼟留部の間をつなぐ渡版が落下するなどして桟橋へのアクセスが困難とな
る事例がある。このような場合、最低限のアクセスを確保できるよう、渡版の仮設についても検討する
と良い。 

5.5 利⽤可否の判断後の対応 

利⽤可と判断した施設の利⽤にあたっては、特に利⽤開始時において、構造物の状態の変化に注
意し、慎重な接岸、荷役等の作業を⾏うことが求められる。また、状況の変化に伴い再度の利⽤可
否判断等を⾏う場合に備え、必要な措置を講ずる。 

利⽤可と判断した施設であっても、構造物に何らかの変状や損傷が⽣じている可能性があることを想
定し、慎重に利⽤する。特に利⽤開始時においては、構造物の状態の変化に注意し、変位の増加などの
変状が⽣じないことを確認しつつ、接岸、荷役等の作業を進めることが求められる。利⽤開始直後に⼤
型の船舶の接岸、重量物の荷役等を⾏うのは、可能な限り避けることが望ましい。利⽤開始時には、⼩
型の船舶による少量の緊急物資輸送など、構造物の状況を確認しつつ短時間の利⽤にとどめ、これによ
り構造物に変状が⽣じなければ、徐々に⼤型の船舶の接岸や⼤量の緊急物資・重量物の荷役などへ利⽤
⽅法を拡⼤していく、というステップを踏むのが理想である。係留施設へのアクセスについても、被災
後の調査で地耐⼒等を精度よく把握することが困難であることを念頭に、利⽤開始時には⼩型の⾞両に
よる徐⾏運転（必要に応じて同乗者が降⾞して誘導する）などにより試験的な⾛⾏を⾏って安全性を確
認した後に、徐々に⼤きな⾞両の通⾏、重量物の運搬などを実施することが望ましい。 

また、気象庁の呼び掛けなどによると、⼤きな地震が発⽣した後、1週間程度（特に地震発⽣後 2〜3
⽇の間）は、最初の⼤地震の規模と同程度の地震に注意することが基本とされている 21）。この間は、⼤
きな地震が再び発⽣することを念頭に、施設の利⽤を必要最⼩限の範囲に制限するなどの対策をとるこ
とが考えられる。 
ひとたび利⽤可否判断等を完了した後も、余震の影響、施設の利⽤に伴う変状の進⾏等、施設の状況

の変化に応じて再度の利⽤可否判断等が求められる場合がある。その際に迅速な判断ができるように備
えておくことが必要である。そのため、利⽤可否を判断した際は、判断に⽤いた情報、判断の根拠等を
詳しく記録するとともに、必要に応じて、再度の利⽤可否判断等を想定した着眼点（何を計測すべきか、
何がボトルネックになり得るか等）の整理、計測器の追加設置、追加の数値解析の実施等の検討を⾏う
ことが望ましい。 
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第 6 章 情報共有・情報発信 

施設の利⽤可否の判断の結果は速やかに公表しなければならない。あわせて、現地での調査の結
果等について関係者で共有することが望ましい。 

発災後の港湾施設の利⽤可否情報は、国⺠、国⼟の安全確保のため、必要不可⽋かつ緊急度の⾼い重
要な情報であるため、利⽤可否を判断した場合は速やかにその結果を公表しなければならない。また、
現地での調査の結果をはじめ、発災後に収集した様々な情報等は、港湾施設の利⽤可否判断等以外（例
えば応急的な復旧⼯事等）にも活⽤できる可能性が⾼いため、関係者の間で共有する体制を整えておく
ことが望ましい。そのため、平時より、利⽤可否の判断結果の公表⽅法、各種情報の共有⽅法等を検討
し、⼿順を確認しておくことが重要である。 
公表の際は、利⽤可・不可の区別を⽰すだけでなく、利⽤可能となる利⽤⽅法の範囲（想定している

利⽤⽅法と利⽤可否情報の組合せ）がわかるように⼯夫する必要がある。可能であれば今後の⾒通し（例
えば、「緊急復旧⼯事を実施中。〇時間程度で利⽤可となる⾒込み。」など）をあわせて公表することが
望ましい。また、災害時の施設の利⽤にあたっては、平時にその施設を利⽤したことがない⼈員、船舶
により施設が利⽤されることを前提とし、丁寧な情報発信を⾏うよう努めることが望ましい。施設前⾯
の⽔域等の概況、気象・海象条件の想定、余裕⽔深の考え⽅など、実際に船舶が⼊港を検討する際の参
考となり得る情報は可能な限り備考として表記するなどの対応を検討するのがよい。 

情報共有、情報発信にあたっては、各機関の web ページを活⽤する他、SNS による発信、各機関の
防災情報プラットフォームへの登録、統合災害情報システム（DiMAPS）22）、基盤的防災情報流通ネッ
トワーク（SIP4D）23）への連携等が考えられる。これらのシステム類は開発が継続されているため、常
に最新情報を⼊⼿し、利⽤⽅法を確認しておくとよい。 
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付録 A 利⽤可否の判断基準の設定に関する参考情報 

A.1 概要 

本章では利⽤可否の判断基準を検討する際に参考となる情報を紹介する。本章で紹介する⽂献等は、
⽂献が公表された当時の設計・照査の体系、構造物の形式・規模等の実状、技術的な常識等の時代背景
の下、⼀定の範囲で調査、解析などを⾏った結果を基に考察・提案された内容である。構造の安定に関
わる変位等の値に対しては、施設固有の特性（構造形式の詳細、使⽤部材の規格等）、条件（設計条件、
地盤条件等）の影響が⼤きいが、これらの⽂献では⼀般的、平均的な施設に対する値として整理されて
いる。また、いずれの⽂献も施設の利⽤⽅法を詳細に想定したものではないため、どのような利⽤⽅法
が対象に含まれているか個別に検討する必要がある。特に、3.2 で述べた⼿法により施設の利⽤⽅法を
複数想定し、それぞれの利⽤⽅法に対して利⽤可否の判断基準を定めたい場合や、施設固有の特性、条
件の影響をより詳細に考慮するためには、本章で紹介する情報では不⼗分であり、別途、3.5 で述べた
事前の数値解析を⾏うことが求められる。 

利⽤可否の判断の指標とする項⽬の設定例を表 A-1 に⽰す。表 A-1 は、3.2 の利⽤⽅法の想定の例に
⽰した利⽤フェーズ 2、利⽤形態 A を念頭に、利⽤可否の判断の指標とする項⽬を設定した例であり、
参考として、本章で紹介する⽂献において頻出する表現、数値を基にした判断基準の⽬安を記載してい
る。実務において利⽤可否の判断基準を設定する際には、前述のとおり、各⽂献に⽰されている情報の
詳細を確認し、また、利⽤可否判断等の対象としている施設の特性等を⼗分に考慮する必要があること
は⾔うまでもない。 

なお、本章で紹介している⽂献等は代表的なものに限られている。実務において判断基準を設定する
際には、幅広く情報収集を⾏い、新しい知⾒、参考情報等が⽰されていないかについても⼗分に確認し、
適切に利⽤可否の判断基準を設定することが求められる。 
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表 A-1 利⽤⽅法（3.2 参照）として利⽤フェーズ 2、利⽤形態 A を想定した場合の利⽤可否の判断の指標
とする項⽬の設定例 

構造の安定の観点からの判断基準 
構造形式 指標とする項⽬ 判断基準の⽬安 

重⼒式係船岸 壁体の状態 
・ 確認できる範囲において⼤きな損傷が⾒られないこと 
・ 壁体と上部⼯の間（ブロック式の場合はブロック間）で⼤きなずれ

が⽣じていないこと（基準・同解説p. 1854参照） 
残留傾斜⾓ ・ 3〜5 °未満 

⽮板式係船岸 

⽮板の状態 ・ 確認できる範囲において⼤きな変状が⾒られないこと 

⽮板背後地盤の状態 ・ ⽮板の⽔平変位に⽐して極端に⼤きな沈下等が⾒られないこと（基
準・同解説p. 1856参照） 

⽮板の変形モード ・ 陸側への傾斜となっていないこと 24） 
⽮板頭部残留傾斜⾓ ・ 海側へ 3 °未満 

残留⽔平変位 
・ 控え組杭式 ⽔深-7.5 m以上：15 cm以下 25） 
・ 控え直杭式 ⽔深-7.5 m以上：30 cm以下 26） 
   ⽔深-7.5 m未満：10 cm以下 27） 

控え⼯近傍の地盤の状態 ・ 極端に⼤きな変状が⾒られないこと（5.3 参照） 

桟橋 

杭、上部⼯の状態 ・ 確認できる範囲において⼤きな変状が⾒られないこと 
残留傾斜⾓ ・ 2〜3 °未満 

残留⽔平変位 
・ 杭を両端（仮想固定点、上部⼯接続部）が固定端の梁とみなし、⽚
側の固定端を変位させて発⽣する曲げモーメントが降伏モーメント
となる⽔平変位量以下 24） 

渡版の状態 ・ 想定される⼈員、物資の輸送に耐えられること 
   

施設の利⽤の観点からの判断基準 
施設等 指標とする項⽬ 判断基準の⽬安 

係留施設 

直線性を保持した法線延⻑ ・ 利⽤が想定される船舶の接岸に対し⼗分な延⻑を確保できること 
法線の凹凸変位 ・ 50 cm以下 28） 

係船柱、係船環の安定性 ・ 利⽤が想定される船舶の牽引⼒に対し、係船柱、係船環、およびそ
れらの基礎の安定性が確保できること 

エプロン等＊ 

平担部の⾯積 ・ 想定される荷役作業に対し⼗分な広さを確保できること 
・ 想定される物資の仮置き、蔵置に対し⼗分な広さを確保できること 

地表⾯、舗装⾯等の段差 ・ 3〜10 cm以下 
傾斜 ・ 海側へ 2〜3 °以下 
地耐⼒、 
トラフィカビリティー 

・ 舗装下に空洞の恐れがないこと 
・ 液状化が⽣じていないこと 

⾞両通⾏経路 ・ 船舶の接岸、荷役、物資の仮置き、蔵置等に必要な⾞両のアクセス
経路が確保できること 

防波堤 堤体の⽋損状況 ・ 必要な静穏度等を確保できる程度の⽋損状況にとどまること 
＊ 地耐⼒、トラフィカビリティー低下の恐れが無く、砕⽯、敷鉄板等を⽤いた整地等によりクラックや段差等を解消する

ことで荷役、通⾏等が可能になると考えられる場合は、緊急復旧⼯事を⾏う前提で利⽤可否を検討する。 
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A.2 基準・同解説 

基準・同解説には、施設の利⽤可否の判断基準となるような情報は明⽰されていないが、レベル 1 地
震動に関する変動状態の照査において、許容される変形量を⽤いることとなっており、参考情報の⼀つ
となる。重⼒式係船岸の場合、標準的な変形量の許容値を 10 cmとしている。この値は、レベル 1 地震
動の作⽤に対して施設の機能が損われないことを担保するために必要な安全余裕等を考慮して定めたも
ので、実際の施設の許容限界変形量よりも⼗分に⼩さな値である（基準・同解説 p. 1065 参照）。⽮板式
係船岸については、標準的な変形量の許容値を 15 cmとすると同時に、⽮板壁、タイ材、控え直杭のい
ずれも、使⽤上の観点から制限値である 30 cm程度の変形までは断⾯⼒に余裕があるが、壁⾼が低くな
ると、変形量に対する断⾯⼒の余裕が相対的に少なくなることに注意が必要としている（基準・同解説
p. 1091 参照）。なお、控え組杭の場合には、変形量 15 cm以下の範囲で部材の断⾯⼒に余裕があるとの
報告がある 25）。桟橋に関しては、照査⽤震度の設定の考え⽅が異なることから、許容される変形量に関
する記述は⾒あたらない。 

平成 19 年版の基準・同解説 29）でも同様な記述がなされている（平成 19 年版の基準・同解説 p. 956
及び p. 994 参照）。⽮板式係船岸の⽮板壁、タイ材、控え直杭の断⾯⼒に関して、⻑尾・尾崎の検討結
果 26）を引⽤し少し詳しく説明しており参考となる。 

平成 11 年版の基準・同解説 30）は、港湾の施設の技術上の基準が性能規定に移⾏する以前の出版であ
り、耐震設計の考え⽅も現⾏の基準・同解説とは⼤きく異なる。平成 11 年版の基準・同解説には、岸壁
の許容変形量の⽬安として表 A-2、A-3 が⽰されている（平成 11 年版の基準・同解説 p. 250）。なお、
表中の値は、岸壁上のクレーンの安定性、機能性を考慮していない点に注意が必要である。 

表 A-2 供⽤の観点からの岸壁の変形量の⽬安 30） 
 被災変形量：最⼤はらみ出し量または最⼤エプロン沈下量 
構造形式 重⼒式係船岸 ⽮板式係船岸 
岸壁⽔深 -7.5m以上 -7.5m未満 -7.5m以上 -7.5m未満 
供⽤可能 0〜30 cm 0〜20 cm 0〜30 cm 0〜20 cm 
供⽤制限 30〜100 cm 20〜50 cm 30〜50 cm 20〜30 cm 

表 A-3 機能上の観点からの岸壁の変形量の上限の⽬安 30） 

構造物本体 
エプロン全体の沈下量 20〜30 cm 
傾斜 3〜5 ° 
法線の出⼊り 20〜30 cm 

エプロン 

沈下 エプロン上の段差 3〜10 cm 
 エプロンと背後地の段差 30〜70 cm 
傾斜 順勾配 3〜5 % 
 逆勾配 0 % 
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A.3 港湾技術研究所資料等 

井合ら 19）は港湾構造物の耐震性能照査型の設計体系にむけた基礎検討として、菅野ら 20）は既存施設
の耐震診断、耐震補強、被災時の復旧⼯法等の観点から、過去の被災事例の分析結果等を基に、許容さ
れる被害程度の⽬安を⽰している。許容被害程度の分類、構造形式毎の許容被害程度の⽬安を表 A-4〜
A-7 に⽰す。 

⼈命や財産の保全、震災復興、緊急防災拠点、有害物または危険物取扱いなど、特別な機能を期待す
る施設では、表 A-4 に⽰す⼀般的な事項に加え、これらの施設特有の機能の観点からの検討が必要であ
るとされている。表 A-5〜A-7 は、⾛⾏式クレーン等が設置されておらず、危険物や⼈命関連施設に該
当しない施設で、前⾯海域が⼗分に広い場合を対象に提案されている。また、表 A-7 は桟橋の杭と床版
を対象としており、桟橋の⼟留部については構造形式に応じて表 A-5 または表 A-6 を参照して検討す
る。施設の被災状況を検討する際は、表 A-5〜A-7 に⽰された各項⽬について該当する被災状況を判定
し、判定された被災状況のうちもっとも⼤きなものをその施設全体の被災状況として採⽤する。 

時代を逆のぼると、上部 31）は被災変形量と被災額に関する研究の⼀環として、⼩泉ら 32）は被災した
係留施設の残存耐⼒評価⼿法の検討の⼀環として、施災事例を分析し、被災程度と変形量、残存耐⼒の
関係をまとめている。被災程度の分類を表 A-8 に、各被災程度の被災変形量の範囲を表 A-9、A-10 に、
残存耐⼒の⽬安を表 A-11、A-12 に⽰す。表 A-12 の被災モード「前傾」の欄は、タイロッドが健全で
あることを前提としている点に注意が必要である。 

いずれの研究も被災施設の利⽤可否の判断を⾏うことを研究の主たる⽬的とはしていないことに注意
が必要である。特に、井合ら、菅野らの研究は、港湾構造物の性能設計体系の構築に向けた試論的な意
味合いが強く、それらの成果を発展、具体化させることで、平成 19 年版以降の基準・同解説における性
能規定が定められている点に注意する必要がある。従って、利⽤可否の判断基準の参考として、ここに
⽰した表の内容を参照する場合は、それぞれの研究の観点、被災事例の分析⽅法等を確認の上、慎重に
検討する必要がある。 
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表 A-4 港湾構造物の許容被害程度（菅野ら 20）に加筆修正） 
許容被害程度 構造被害（直接被害） 機能被害（間接被害） 

被害程度 I 使⽤可能 無災害ないし軽微な被害 機能維持ないし軽微な機能低下 
被害程度 II 補修可能 限定被害＊ 短期間の機能停⽌） 
被害程度 III ⾮崩壊限界 著しい被害（崩壊はしない） ⻑期間の機能停⽌ないし機能喪失 
被害程度 IV 崩壊‡ 構造喪失 機能喪失 

＊ 塑性応答ないし残留変位 
† 短期間の応急復旧完了までの機能喪失 
‡ 構造物崩壊時の周辺への影響は著しくない 

表 A-5 重⼒式係船岸の許容被害程度基準の⽬安（菅野ら 20）に加筆修正） 

許容被害程度 被害程度 I 被害程度 II 被害程度 III 被害程度 IV 

壁体 法線変形率（d/H）＊ 1.5 % 未満† 1.5〜5 % 5〜10 % 10 %以上 
海側への残留傾斜⾓ 3 °未満 3〜5 ° 5〜8 ° 8 °以上 

エプロン 
エプロン上の段差 0.03〜0.1 m未満 -‡ - - 
エプロン背後地間の段差 0.3〜0.7 m未満 - - - 
海側への傾斜 2〜3 °未満 - - - 

＊ d：壁体天端の残留⽔平変位、H：壁体の⾼さ 
† 代替基準として法線の出⼊りが 30 cm未満であることを基準とする考え⽅もある 
‡ 該当する値がないことを⽰す 

表 A-6 ⽮板式係船岸の許容被害程度基準の⽬安（井合ら 19）、菅野ら 20）を基に作成） 

許容被害程度 被害程度 I 被害程度 II 被害程度 III 被害程度 IV 

残留変位 ⽮板 
正規化⽔平変位 
（d/H）＊ 1.5 % 未満† 1.5〜5 % 5〜10 % 10 %以上 

海側への傾斜⾓ 3 °未満 3〜5 ° 5〜8 ° 8 °以上 
エプロン 段差、傾斜 表 A-5 参照 

最⼤応答 
⽮板 根⼊れ上部 弾性 塑性 1‡ 塑性 1 塑性 2‡ 

根⼊れ部 弾性 弾性 塑性 1 塑性 2 
タイロッド 弾性 弾性 塑性 2 塑性 2 
控え⼯ 弾性 弾性 塑性 1 塑性 2 

＊ d：⽮板壁天端の残留⽔平変位、H：海底⾯から⽮板壁天端までの⾼さ 
† 代替基準として法線の出⼊りが 30 cm未満であることを基準とする考え⽅もある 
‡ 塑性 1：許容塑性率・許容ひずみの範囲内、塑性 2：許容塑性率・許容ひずみを超過 

表 A-7 桟橋の許容被害程度基準の⽬安（菅野ら 20）に加筆修正） 

許容被害程度 被害程度 I 被害程度 II 被害程度 III 被害程度 IV 

残留変位 
床版と背後地盤間の
段差 0.1〜0.3 m未満 -＊ - - 

海側への傾斜⾓ 2〜3 °未満 - - - 

地震時発⽣ 
最⼤応答値 杭の状態 実効的な弾性範囲

内† 

修復可能な範囲の
限定的な塑性応答
および残留変位 

崩壊に近い塑性応
答‡ 

被害程度 III の状
態を超えた状態 

＊ 該当する値がないことを⽰す 
† 軽微な残留変形ないし残留変形が皆無であるような状態 
‡ 杭頭および地中の 2箇所に塑性ヒンジが発⽣する杭が 1本ないし限定された本数にとどまる 
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表 A-8 被災程度の分類 31） 
被災程度 被 災 の 状 況 
0 無被災 
I 本体に異常はないが、付属構造物に破壊や変状が認められるもの。 
II 本体にかなり変状の起こったもの。 
III 形はとどめているが、構造物本体に破壊が起こったものと認められるもの。 
IV 全壊して形をとどめていないもの。 

表 A-9 各被災程度の被災変形量の範囲（重⼒式係船岸）31） 
被災程度 最⼤はらみ出し量 

（cm） 
平均はらみ出し量 

（cm） 
天端沈下量 
（cm） 

エプロン沈下量 
（cm） 

傾斜⾓ 
（°） 

0 0 0 0 0 0 
I 25 以下 25 以下 30 以下 50 以下 5 以下 
II 25〜70 40 50 以下 20〜80 1〜8 
III 70〜200 40〜200 100 以下 30〜100 2〜15 
IV 200 以上 200 以上 100 以上 100 以上 15 以上 

表 A-10 各被災程度の被災変形量の範囲（⽮板式係船岸）31） 
被災程度 最⼤はらみ出し量 

（cm） 
平均はらみ出し量 

（cm） 
天端沈下量 
（cm） 

エプロン沈下量 
（cm） 

傾斜⾓ 
（°） 

0 0 0 0 0 0 
I 0〜30 10 以下 30 以下 20 以下 3 以下 
II 30〜100 10〜60 40 以下 50 以下 5 以下 
III 100〜200 60〜120 50 以下 50〜100 10 以下 
IV 200 以上 120 以上 50 以上 100 以上 1０以上 

表 A-11 ケーソン式岸壁の傾斜⾓度による常時の残存耐⼒の⽬安 32） 
壁体の傾斜⾓ 残存耐⼒ 暫定使⽤の評価 
3 °以下 残存耐⼒をほぼ有している。 概ね可。 

3〜5 ° 残存耐⼒をほぼ有している可能性
もある。 

概ね可であるが⼗分な調査検討が必要。 
（上載荷重、接岸けん引の制限等） 

5〜8 ° 残存耐⼒を有していない可能性が
⾼い。 

やむを得ない場合に限り⼗分な検討の上判
断する。 

8 °以上 条件により残存耐⼒を保持してい
る場合もあるが殆ど残らない。 原則不可。 

表 A-12 ⽮板式岸壁の残存耐⼒の⽬安 32） 

⽮板種別 残留変形  被災モード  
（cm） くの字 前傾くの字 前傾 

 10 弾性領域 弾性領域 弾性領域 
U型 30 弾塑性〜塑性 弾塑性〜塑性 弾性領域 
 60 弾塑性〜塑性 弾塑性〜塑性 弾性領域 
 10 弾塑性領域 弾塑性領域 弾性領域 
鋼管⽮板 30 弾塑性〜塑性 弾塑性〜塑性 弾性領域 
 60 塑性領域 塑性領域 弾性領域 
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A.4 その他の⽂献等 

⼀井ら 28）は、兵庫県南部地震後の重⼒式岸壁の利⽤状況と岸壁の被災変形量との関係から、許容被災
変形量について検討を⾏った。調査対象は設計⽔深 -10 m前後の重⼒式岸壁である。検討の結果、法線
の最⼤⽔平変位ではなく、連続する⼀定の区間内における法線の凹凸変位量が利⽤可否の指標となり得
ること、兵庫県南部地震の後に実際に利⽤された岸壁においては、連続する 100 mにおける凹凸変位量
が最⼤ 1 m程度、そのうちのほとんどの岸壁では 0.5 m以下であったと報告している。⼀⽅、岸壁の凹
凸変位量を事前に予測することは難しいことから、ばらつきは⼤きいものの、最⼤⽔平変位から凹凸変
位量を推定する⽅法を提案している。 
⽔産庁⽔産基盤整備調査委託事業 27）では、漁港で⽤いられる⽮板式係船岸の典型的な断⾯について、

地震時の変形量と部材の発⽣応⼒の関係等が調査されている。調査結果として、⽔深 -2.1〜-5.1 mで控
え⼯が直杭の⽮板式係船岸において、岸壁天端の残留変形量が 10 cmでは部材の応⼒が降伏値に⾄るケ
ースはほとんどなかったが、残留変形量が 20 cmの場合には控え杭、タイロッドが降伏に⾄るケースが
多かったことが報告されている。なお、この検討では第 III種地盤（軟弱地盤）の場合のみを対象として
いる。 

その他、これまでに各地⽅整備局において港湾施設の利⽤可否判断に関するマニュアル等が作成され
ている。作成された時期等により内容は様々であるが、その時々の最新の知⾒が反映されており、参考
となる 24），33）。 



 

 37 

付録 B 災害時に利⽤可能性がある船舶等に関する参考情報 

B.1 概要 

災害発⽣時には、海上⾃衛隊の艦艇、海上保安庁の船艇、地⽅整備局等が所有する作業船、防衛省が
チャーターする船舶、⺠間企業が所有するフェリー、貨物船等、⼤⼩様々な船舶等による係留施設の利
⽤が求められる。そのため、係留施設の設計時に対象とした船舶だけでなく、多様な船舶等に対して利
⽤可否の判断ができるよう、事前に情報収集しておくことが望ましい。 

本章では、災害時に施設を利⽤する可能性がある船舶等に関する参考情報として、中国地⽅整備局広
島港湾空港技術調査事務所が中⼼となって収集・整理した情報を⽰す。情報収集の対象は、令和 6 年能
登半島地震および平成 28 年熊本地震の災害対応で使⽤された船舶等の諸元の他、海上⾃衛隊の艦艇、
海上保安庁の船艇、地⽅整備局等が所有する作業船等の諸元である。詳細は次節以降に⽰すが、概要は
以下のとおりである。 

令和 6 年能登半島地震、平成 28 年熊本地震で使⽤された船舶等（基準排⽔トンで⽰される海上⾃衛
隊の艦艇は除く）のほとんどは総トン数 5,000 GT以下であり、2,000 GT以下のものが全体の 7割程度
を占める。また、500 GT以下の⽐較的⼩型の船舶等も多く⽤いられている。全⻑は海上⾃衛隊の艦艇を
含めてもほとんどが 200 m以下であり、120 m以下のものが全体の 7割程度を占める。⼀⽅で、⼤量の
物資輸送、ホテルシップ等の⽬的で⽤いられる船舶等の中には、総トン数が 10,000 GT、全⻑が 150 m
を超えるものも⾒受けられる。 

海上⾃衛隊の艦艇は全⻑が⻑いものが⽐較的多く、令和 6 年能登半島地震および平成 28 年熊本地震
で使⽤された護衛艦や輸送艦は全⻑ 120 mを超えるものが⼤半である。 

海上保安庁の船艇は、総トン数 1,000〜1,500 GTのものと 500 GT以下のものが多く、全⻑は⻑いも
のでも 130 m程度、⼤半は 100 m程度以下である。令和 6 年能登半島地震、平成 28 年熊本地震では、
総トン数 1,000〜1,500 GT、全⻑ 100 m程度の 1000トン型巡視船等が多く⽤いられている。 

地⽅整備局等が保有する作業船は、浚渫兼油回収船（⽩⼭、清⿓丸、海翔丸）のみが⽐較的⼤型で、
総トン数 4,000〜5,000 GT、全⻑ 100 m程度であるが、その他の作業船は総トン数 200 GT以下、全⻑
40 m以下である。 

なお、臨海部防災拠点マニュアル 34）には、防災拠点に整備される耐震強化岸壁の利⽤船舶の想定を⽬
的として船種別の船舶諸元が⽰されており、参考にすることができる。 
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B.2 地震時に利⽤された船舶等の情報 

（1）令和 6 年能登半島地震 
インターネットに公開されている情報 35），36），37）を中⼼に収集・整理した。得られた情報に基づき整

理した、令和 6 年能登半島地震の対応で使⽤された船舶等の⼀覧を表 B-1 に⽰す。なお、⽂献 36）に
は、施設の具体的な利⽤状況や利⽤調整等に関する情報も⽰されており参考となる。 

表 B-1 令和 6 年能登半島地震の対応で使⽤された船舶等の⼀覧 

船主等 船名等 船種等 総トン数 
（GT） 

全⻑ 
（m） 

型幅 
（m） 

喫⽔ 
（m） 

海上⾃衛隊 

おおすみ 輸送艦 8900＊ 178.0 25.8 6.0 
すずなみ 護衛艦 4650＊ 151.0 17.4 5.3 
ありあけ 護衛艦 4550＊ 151.0 17.4 5.2 
ゆうだち 護衛艦 4550＊ 151.0 17.4 5.2 
せとぎり 護衛艦 3550＊ 137.0 14.6 4.5 
さわぎり 護衛艦 3550＊ 137.0 14.6 4.5 
あさぎり 護衛艦 3500＊ 137.0 14.6 4.4 
せんだい 護衛艦 2000＊ 109.0 14.0 3.8 
おおよど 護衛艦 2000＊ 109.0 13.4 3.8 
てんりゅう 訓練⽀援艦 2450＊ 106.0 16.5 4.1 
ひうち 多⽤途⽀援艦 980＊ 65.0 12.0 3.5 
はつしま 掃海艇 570＊ 60.0 10.1 2.4 
あいしま 掃海艇 510＊ 54.0 9.4 3.0 
はやぶさ ミサイル艇 200＊ 50.0 8.4 1.7 

海上保安庁 

だいせん ヘリコプター1機搭載型巡視船 3100 105.0 15.0 −† 
ざおう ヘリコプター1機搭載型巡視船 3100 105.0 15.0 −† 
みうら 3000トン型巡視船 3000 115.0 14.0 −† 
さど 1000トン型巡視船 1250 92.0 11.0 −† 
やひこ 1000トン型巡視船 1250 91.4 11.0 −† 
のと 1000トン型巡視船 1250 92.0 11.0 −† 
でじま 1000トン型巡視船 1200 91.4 11.0 −† 
とさ 1000トン型巡視船 1200 91.4 11.0 −† 
かがゆき 巡視艇 100 32.0 6.5 −† 

防衛省 
はくおう 貨客船 17345 199.5 25.0 7.2 
ナッチャン
World ⾼速フェリー 10712 112.0 30.5 3.9 

九州地⽅整備局 海翔丸 浚渫兼油回収船 4659 103.0 17.4 5.7 
⼀般社団法⼈⽇本埋⽴
浚渫協会 

第七番神 浚渫兼起重機船（210 t 吊り） −‡ 50.0 21.0 −‡ 
新世丸 多⽬的作業船 697 61.0 11.8 4.6 

NPO法⼈ピースウィン
ズ・ジャパン 豊島丸  240 40.0 8.0 2.8 

公益財団法⼈⽇本財団 フェリー粟国 フェリー 451 65.0 11.6 3.4 
株式会社⽥中建材 第⼗⼆神徳丸 貨物船 199 50.2 3.0 3.0 
東ソー物流株式会社 東駿丸 ケミカル船 499 64.7 4.5 4.5 

＊ 海上⾃衛隊の艦艇については基準排⽔トンで⽰されている。 
† 海上保安庁の船艇については喫⽔に関する情報が確認できなかった。 
‡ 情報が確認できなかった。 
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（2）平成 28 年熊本地震 
インターネットに公開されている情報 38），39），40）を中⼼に収集・整理した。得られた情報に基づき整

理した、平成 28 年熊本地震の対応で使⽤された船舶等の⼀覧を表 B-2 に⽰す。 

表 B-2 平成 28 年熊本地震の対応で使⽤された船舶等の⼀覧 

船主等 船名等 船種等 総トン数 
（GT） 

全⻑ 
（m） 

型幅 
（m） 

喫⽔ 
（m） 

海上⾃衛隊 

いずも ヘリコプター搭載護衛艦 19950＊ 248.0 38.0 7.1 
ひゅうが ヘリコプター搭載護衛艦 13950＊ 197.0 33.0 7.0 
おおすみ 輸送艦 8900＊ 178.0 25.8 6.0 
しもきた 輸送艦 8900＊ 178.0 25.8 6.0 
あたご 護衛艦 7750＊ 165.0 21.0 6.2 
きりさめ 護衛艦 4550＊ 151.0 17.4 5.2 
やまぎり 護衛艦 3500＊ 137.0 14.6 4.4 
あまくさ 多⽤途⽀援艦 980＊ 65.0 12.0 3.5 

海上保安庁 

おおすみ ヘリコプター1機搭載型巡視船 3500 120.0 14.0 −† 
こしき 警備実施等強化巡視船 1300 89.0 11.0 −† 
あまぎ 1000トン型巡視船 1300 89.0 11.0 −† 
いわみ 1000トン型巡視船 1250 92.0 11.0 −† 
さつま 救難強化巡視船 1200 91.4 11.0 −† 
とさ 1000トン型巡視船 1200 91.4 11.0 −† 
かとり 500トン型巡視船 650 72.0 10.0 −† 
とから 350トン型巡視船 335 56.0 8.5 −† 

防衛省 はくおう 貨客船 17345 199.5 25.0 7.2 
北陸地⽅整備局 ⽩⼭ 浚渫兼油回収船 4185 93.9 17.0 5.4 
中部地⽅整備局 清⿓丸 浚渫兼油回収船 4792 104.0 17.4 5.6 

九州地⽅整備局 
海翔丸 浚渫兼油回収船 4659 103.0 17.4 5.7 
海煌 海洋環境整備船 195 35.0 11.0 2.2 
海輝‡ 海洋環境整備船 99 27.0 9.0 1.2 

中国地⽅整備局 おんど 2000 海洋環境整備船 144 30.7 11.6 1.8 
りゅうせい 港湾業務艇 30 18.9 4.5 0.9 

四国地⽅整備局 いしづち 海洋環境整備船 191 37.0 10.6 2.1 
くるしま 港湾業務艇 28 18.0 4.4 0.8 

近畿地⽅整備局 はやたま 港湾業務艇 19 17.1 4.2 0.7 
＊ 海上⾃衛隊の艦艇については基準排⽔トンで⽰されている。 
† 海上保安庁の船艇については喫⽔に関する情報が確認できなかった。 
‡ 2023 年 4⽉運航開始の新造船の海輝の諸元は表 B-6 を参照のこと。 
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B.3 各組織の保有船舶等の情報 

（1）海上⾃衛隊の艦艇等 
海上⾃衛隊の艦艇および艦艇（補助艦）について、インターネットで公開されている情報 41）を整理

し、表 B-3 に⽰す。なお、海上⾃衛隊の艦艇については、船の⼤きさを基準排⽔トンで表⽰している点
に注意が必要である。 

表 B-3 海上⾃衛隊の艦艇の⼀覧 

艦 種 艦 級 基準排⽔量 
（トン） 

全⻑ 
（m） 

型幅 
（m） 

喫⽔ 
（m） 隻数 

護衛艦 

もがみ型 3900 133.0 16.3 −＊ 8 
むらさめ型 4550 151.0 17.4 5.2 9 
たかなみ型 4650 151.0 17.4 5.3 5 
あさぎり型 3500 137.0 14.6 4.4〜4.5 7 
あきづき型 5050 151.0 18.3 5.4 4 
あさひ型 5100 150.5 18.3 − 2 
ひゅうが型 13950 197.0 33.0 7.0 2 
いずも型 19950 248.0 38.0 7.1 2 
こんごう型 7250 161.0 21.0 6.2 4 
あたご型 7750 165.0 21.0 6.2 2 
まや型 8200 170.0 21.0 − 2 
あぶくま型 2000 109.0 13.4 3.8 6 

掃海艦 あわじ型 690 67.0 11.0 − 4 

掃海艇 
えのしま型 570 60.0 10.1 2.4 3 
ひらしま型 570 57.0 9.8 3.0 3 
すがしま型 510 54.0 9.4 3.0 7 

掃海⺟艦 うらが型 5650 141.0 22.0 5.4 2 
ミサイル艇 はやぶさ型 200 50.0 8.4 1.7 6 
輸送艦 おおすみ型 8900 178.0 25.8 6.0 3 
輸送艇 1号型 420 52.0 8.7 1.6 1 
エアクッション艇 1号型 85 28.0 14.7 − 6 

練習艦 
かしま型 4050 143.0 18.0 4.6 1 
はたかぜ型 4600 150.0 16.4 4.8 1 
あさぎり型 3500 137.0 14.6 4.4 1 

訓練⽀援艦 くろぺ型 2200 101.0 16.5 4.0 1 
てんりゅう型 2450 106.0 16.5 4.1 1 

多⽤途⽀援艦 ひうち型 980 65.0 12.0 3.5 5 

海洋観測艦 
ふたみ型 2050 97.0 15.0 4.2 1 
にちなん型 3350 111.0 17.0 4.5 1 
しょうなん型 2950 103.0 16.4 4.5 1 

⾳響観測艦 ひびき型 2850 67.0 29.9 7.5 3 
砕氷艦 しらせ型 12650 138.0 28.0 9.2 1 
敷設艦 むろと型 4950 131.0 19.0 5.7 1 

潜⽔艦救難艦 ちはや型 5450 128.0 20.0 3.0 1 
ちよだ型 5600 128.0 20.0 − 1 

試験艦 あすか型 4250 151.0 17.3 5.0 1 

補給艦 とわだ型 8100 167.0 22.0 8.1〜8.2 3 
ましゅう型 13500 221.0 27.0 8.0 2 

特務艦 はしだて型 400 62.0 9.4 2.0 1 
＊ 情報が確認できなかったことを⽰す。  
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（2）海上保安庁の船艇の例 
海上保安庁が保有する船艇の代表例として、中国地⽅整備局管内を担当する管区（第六、第七、第⼋
管区）が保有する船艇に関する情報 42），43），44）をインターネットで収集し、整理したものを表 B-4 に⽰
す。情報の収集にあたっては、B.2 を参考に、災害時の派遣される機会が多い巡視船を主たる対象とし
た。海上保安庁の船艇については喫⽔に関する情報が得られなかったため、表に⽰していない。あわせ
て海上保安庁の巡視船艇の全国での配備隻数 45）を表 B-5 に⽰す。 

表 B-4 海上保安庁の船艇の例 

所 属 船 名 船 型 総トン数 
（GT） 

全⻑ 
（m） 

型幅 
（m） 

第六管区 
いぶき PM型 350トン型巡視船  249  56.0  7.5 
いよ PM型 500トン型巡視船  650  72.0  10.0 
いつくしま PL型 練習船  5500  134.0  16.3 

第七管区 

やしま PLH型 ヘリコプター2機搭載型巡視船  5300  130.0  15.5 
くにさき PL型 1000トン型巡視船  1500  96.0  11.5 
いまり PL型 1000トン型巡視船  1500  96.0  11.5 
でじま PL型 1000トン型巡視船  1200  91.4  11.0 
あそ PL型 1000トン型巡視船  770  79.0  10.0 
おおみ PM型 350トン型巡視船  335  56.0  8.5 
きくち PM型 350トン型巡視船  335  56.0  8.5 
むろみ PM型 350トン型巡視船  335  56.0  8.5 
ふくえ PM型 350トン型巡視船  335  56.0  8.5 
まつうら PM型 350トン型巡視船  335  56.0  8.5 
ちくご PM型 350トン型巡視船  335  56.0  8.5 
やまくに PM型 350トン型巡視船  335  56.0  8.5 
ほうおう PS型 ⾼速特殊警備船  220  50.0  8.0 
あさじ PS型 180トン型巡視船  195  46.0  7.5 
らいざん PS型 180トン型巡視船  195  46.0  7.5 

第⼋管区 

ふそう PLH型 ヘリコプター2機搭載型巡視船  5300  130.0  15.5 
だいせん PLH型 ヘリコプター1機搭載型巡視船  3100  105.0  15.0 
みうら PL型 3000トン型巡視船  3000  115.0  14.0 
きそ PL型 2000トン型巡視船  1800  95.0  12.6 
おき PL型 1000トン型巡視船  1500  96.0  11.5 
つるが PL型 1000トン型巡視船  1500  96.0  11.5 
えちぜん PL型 1000トン型巡視船  1500  96.0  11.5 
わかさ PL型 1000トン型巡視船  1500  96.0  11.0 
いわみ PL型 1000トン型巡視船  1250  92.0  11.0 
ほたか PS型 ⾼速特殊警備船  220  50.0  8.0 
あさま PS型 ⾼速特殊警備船  220  50.0  8.0 
さんべ PS型 180トン型巡視船  195  46.0  7.5 
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表 B-5 海上保安庁の巡視船艇の全国での配備隻数 
 船 型 隻数 代表的な船型の⼤きさ 

巡視船 

PLH型 ヘリコプター2 機搭載型巡視船、ヘリ
コプター1機搭載型巡視船  20 全⻑ 150 m 

PL型 1000〜3500トン型巡視船  58 3500トン型：全⻑ 120 m 
1000トン型：全⻑ 96 m 

PM型 350〜500トン型巡視船  33 500トン型：全⻑ 72 m 
PS型 180トン型巡視船、⾼速特殊警備船等  35 180トン型：全⻑ 46 m 
FL型 消防船  1 総トン数 280 GT、全⻑ 35 m、幅 12.2 m 

巡視艇 PC型 23〜35メートル型巡視艇  70 30 メートル型：総トン数 100 GT、全⻑ 32 m 
CL型 18〜20 メートル型巡視艇  169 20 メートル級型：総トン数 26 GT、全⻑ 30 m 
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（3）地⽅整備局等の所有する作業船の例 
災害時には、地⽅整備局等が所有する作業船も緊急物資輸送等に使⽤されることが多い。地⽅整備局

等が所有する作業船のうち、浚渫兼油回収船と海洋環境整備船の⼀覧を表 B-6 に、港湾業務艇の⼀覧を
表 B-7、B-8 に⽰す。 

表 B-6 地⽅整備局が所有する浚渫兼油回収船・海洋環境整備船の⼀覧 

所 属 船 名 船 種 総トン数 
（GT） 

全⻑ 
（m） 

型幅 
（m） 

喫⽔ 
（m） 

北陸地⽅整備局 ⽩⼭ 
浚渫兼油回収船 

4185 93.9 17.0 5.40 
中部地⽅整備局 清⿓丸 4792 104.0 17.4 5.60 
九州地⽅整備局 海翔丸 4659 103.0 17.4 5.70 
関東地⽅整備局 べいくりん 

海洋環境整備船 

193 33.5 11.6 2.64 
中部地⽅整備局 ⽩⿓ 198 33.5 11.6 2.64 

近畿地⽅整備局 
海和歌丸 198 32.2 11.4 2.64 
クリーンはりま 197 32.2 11.4 2.64 
Dr. 海洋 196 32.5 11.6 2.64 

中国地⽅整備局 おんど 2000 144 30.7 11.6 1.82 

四国地⽅整備局 
美讃 196 33.5 11.6 2.64 
いしづち 191 37.0 10.6 2.13 
みずき 154 29.5 11.6 2.10 

九州地⽅整備局 
がんりゅう 195 32.3 11.6 2.00 
海煌 195 35.0 11.0 2.20 
海輝 128 29.5 9.0 1.30 

表 B-7 地⽅整備局等が所有する港湾業務艇（1） 

所 属 船 名 総トン数 
（GT） 

全⻑ 
（m） 

型幅 
（m） 

喫⽔ 
（m） 

北海道開発局 

りんどう 18.0 14.80 4.20 0.86 
みずなぎ 19.0 17.00 4.20 0.76 
ゆりかもめ 19.0 16.80 4.20 0.77 
たんちょう 19.0 16.60 4.20 0.78 
みさご 19.0 16.60 4.20 0.71 
はやぶさ 19.0 16.80 4.20 0.81 
はまなす 19.0 16.60 4.20 0.71 
ふよう 10.0 13.00 3.50 0.58 

東北地⽅整備局 

つがる 30.0 19.20 4.40 0.83 
ほくと 19.0 16.50 4.10 0.80 
くろがね 19.0 16.50 4.10 0.80 
ひより 19.0 16.50 4.10 0.80 
翔洋 19.0 16.50 4.10 0.85 
あきかぜ 19.0 16.50 4.10 0.85 
みずほ 19.0 13.70 4.20 0.88 
そうめい 29.0 18.30 4.40 0.88 
おきかぜ 19.0 16.50 4.10 0.80 
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表 B-8 地⽅整備局等が所有する港湾業務艇（2） 

所 属 船 名 総トン数 
（GT） 

全⻑ 
（m） 

型幅 
（m） 

喫⽔ 
（m） 

関東地⽅整備局 

たかしま II 53.0 21.45 5.40 0.90 
江⼾ 24.0 18.95 4.77 0.65 
うらなみ 43.0 21.05 4.69 0.85 
べいさーち 75.0 27.40 6.00 1.25 
かしま II 29.0 17.40 4.58 0.75 
ひたち II 19.0 16.70 4.20 0.68 
あいりす II 19.0 16.70 4.20 0.68 

北陸地⽅整備局 

あさひ 19.0 17.40 4.10 0.75 
こはく 29.0 18.60 4.50 0.81 
しらゆり 12.0 14.80 3.50 0.62 
なごかぜ 19.0 15.70 4.20 0.81 
わかな II 19.0 17.10 4.00 0.70 

中部地⽅整備局 

まさき 19.0 15.80 4.00 0.80 
しおさい 19.0 17.00 4.10 0.80 
翔⿓ 19.0 18.00 4.20 0.70 
ふじ 22.0 16.50 4.20 0.75 
しもだ 22.0 16.50 4.20 0.75 
四⽇市庭浦 19.0 17.40 4.20 0.77 

近畿地⽅整備局 

いずみ II 19.0 17.40 4.20 0.70 
ゆうづる 19.0 17.40 4.20 0.70 
はやたま 19.0 17.10 4.20 0.68 
洲浪 19.0 16.40 4.00 0.68 

中国地⽅整備局 

はくしゅう 19.0 16.70 4.20 0.80 
まつかぜ 23.0 16.50 4.20 0.85 
おおつ 33.0 22.20 4.80 1.05 
たましお II 19.0 18.00 4.20 0.75 

四国地⽅整備局 

さんせと 18.0 16.00 3.99  0.90 
ひのみね 19.0 16.70 4.20 0.63 
くるしま 28.0 18.00 4.40 0.80 
とさかぜ 27.0 18.00 4.44 0.78 

九州地⽅整備局 

たちかぜ 19.0 16.50 4.00 0.80 
あみかぜ 33.0 18.00 4.80 1.05 
海燕 76.0 29.50 8.34 1.15 
鎮⻄ 42.0 22.00 5.10 1.00 
すいせい 19.0 16.90 4.10 0.80 
なじま 19.0 18.15 4.00 0.80 
かがしま 19.0 17.90 4.20 0.80 

沖縄総合事務局 うりずん 19.0 16.20 4.20 0.75 
せきせい 19.0 16.30 4.20 0.75 



 

 45 

付録 C 地震後の利⽤を念頭においた施設設計時の⼯夫等 

C.1 施設設計時の⼯夫 

（1）舗装版の⽬地位置の⼯夫 
重⼒式係船岸が地震動により海側へ変位する際、壁体の背後に⼤きな段差が⽣じる場合がある。この

とき、舗装版が壁体と壁体背後の地盤上にまたがるように設置されていると、図 C-1（a）のように舗装
版が浮いた状態となる。浮いた舗装版の上を通⾏することは危険であるため、舗装版を切断した後に捨
⽯等でスロープを作って段差を解消する必要があるが、舗装版を切断する作業には時間を要し、係船岸
の早期利⽤の妨げとなる。そこで、図 C-1（b）に⽰すように、あらかじめ舗装版の⽬地位置を、壁体と
背後地盤の境に⼀致させておき、舗装版に⼤きな浮きが⽣じないようにする⼯夫が有効である。 

   
 （a）舗装版が壁体と背後地盤にまたがっている場合 （b）舗装版の⽬地位置を壁体と背後地盤の境に⼀致させた場合 

図 C-1 舗装版の⽬地位置の⼯夫により舗装版の浮きを防⽌する例 

（2）岸壁までのアクセスの確保 
地震後に岸壁が⽐較的健全で早期に使⽤できる状態でありながら、荷さばき地、周辺の⽤地、道路等

の液状化に伴う沈下等により岸壁へのアクセスが確保できず、岸壁の利⽤が制限された事例が⾒られた。
このような場合に備え、荷さばき地等において部分的な液状化対策等を⾏い、地震直後においても岸壁
から近隣の道路等までの必要最⼩限のアクセスが確保できるよう⼯夫することが考えられる。可能であ
れば、複数のアクセス経路が確保できるような配置を⼯夫するとよい。 

C.2 資機材等の事前準備 

地震後に岸壁が⽐較的健全であっても、岸壁の背後地盤等に⼤きな段差、クラック等が⽣じ、利⽤が
制限される事例が多い。また、C.1 で述べたように、背後の荷さばき地等の液状化により岸壁へのアク
セスが確保できない場合もある。特に重⼒式係船岸の場合、5.2 で述べたとおり、壁体が沈下、傾斜を伴
いながら海側へと変位し、それに伴い壁体の背後に段差が⽣じる被災形態が多く⾒られる⼀⽅、壁体そ
のものが損傷した事例は⾒受けられないことから、岸壁背後地盤の⼤きな段差、クラック等を解消する
ことができれば幅広い⽤途に対し利⽤可能となることが期待できる。そこで、段差、クラック等の解消、
地表⾯の整形に必要な量の砕⽯等の地盤材料、敷鉄板等を施設の近隣にストックしておき、地震後に活
⽤することが考えられる。 

背後地盤

Co版 Co版
Co版

ケーソン等
Co版

Co版

ケーソン等
背後地盤
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また、桟橋の場合、桟橋の本体と⼟留部の間をつなぐ渡版が落下するなどして桟橋へのアクセスが困
難となる事例がある。このような場合に最低限のアクセスを確保できるよう、渡版の仮設の可能性をあ
らかじめ検討することも考えられる。 

その他、係船柱が⼗分な耐⼒を有していない場合に、重⼒式の仮係船柱を⼿配して設置した事例もあ
る。なお、資材等の準備を⾏う際は、あわせて、作業に⽤いる機材の調達性についても検討しておくと
よい。 

C.3 設計時の⼯夫等に関する情報の共有 

設計時の⼯夫、資機材等の事前準備等に関する情報は施設の利⽤可否判断等を⾏う上で⾮常に重要な
情報となり得る。これらの情報が 4.3 で述べた調査の優先順位の検討に影響する可能性がある他、4.4、
4.5 の現地での調査において、当該⼯夫、資機材等の準備が有効に機能する／しているかどうか検討す
る必要が⽣じる場合がある。そのため、施設設計時の⼯夫、資機材の事前準備等に関する情報は施設の
基本情報として収集し共有するとともに、定期的に資機材の状況を確認するなど、適切に管理する必要
がある（3.3、3.8 参照）。  
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付録 D 利⽤可否判断のための事前の数値解析の⽅法の例 

D.1 概要 

（1）適⽤範囲 
本章では、3.5 で述べた事前の数値解析について、具体的な検討⽅法の例を紹介する。ここで紹介す

る検討⽅法には、現時点の知⾒に基づき、事前の数値解析として最⼩限実施しておくことが望ましいと
考えられる検討項⽬が含まれている。しかしながら、この検討⽅法は、実際の災害事例等により⼗分に
検証されたものではない。実務への適⽤にあたっては、最新の知⾒を確認するとともに、地域の事情、
港湾の特性、検討対象施設の構造的な特徴等も考慮し、必要に応じて数値解析の条件を追加するなど、
適切に検討を進める必要がある。 

本章で述べる事前の数値解析の⽅法はあくまでも暫定利⽤を想定したものであり、その後の本格復旧
以降の利⽤を想定したものではない。例えば、鉄筋コンクリート等では、ひび割れの発⽣等によって内
部の鋼材腐⾷が進むことで、経時的な性能低下が懸念される。短期的な利⽤に留めればこれらの影響は
軽微であると判断できるが、⻑期間の利⽤には別途検討が必要である。 

本章で述べる事前の数値解析の⽅法では、⼀般的な施設設計における構造物の照査と同様の⼿法によ
り検討を⾏う。地震応答解析については、耐震強化施設の L2 地震動に関する照査で⼗分な実績を有す
る２次元の有限要素法による有効応⼒解析プログラムの利⽤を前提としている。各⼿法の詳細について
は、基準・同解説を参照されたい。 

また、本章で述べる事前の数値解析の⽅法は、⼀般の技術者が典型的な構造形式を有する施設を対象
に検討することを前提とし、⽐較的安全側の判断となるように作成されている。そのため、研究所等の
専⾨技術者を交えた⾼度な検討を⾏った場合とは、結果の解釈等が異なる場合がある点に注意が必要で
ある。 

事前の数値解析では、構造の安定の観点からの利⽤可否の判断基準が検討課題の中⼼となる。施設の
利⽤の観点からの判断基準は、施設の利⽤⽅法の想定に基づき、別途、検討する必要がある。また、事
前の数値解析は、あくまでも利⽤可否の判断基準の⼀部を設定するための検討であって、検討結果から
ただちに利⽤可否の判断が実施可能となるものではない。利⽤可否の判断は、その他の事前準備や発災
後の調査により得られる情報を吟味し、総合的な判断として適切に実施される必要がある。 

（2）検討の⽬的 
係留施設を構成する構造物の部材は、多くの部分が地中または海⾯下に位置しており、発災後の⽬視

調査、計測等が容易でない。そのため、施設天端の残留⽔平変位など地震後に⽐較的⼊⼿しやすい情報
から地中または海中の部材の状態を推定できるようにしておくことが、事前の数値解析の主たる⽬的で
ある。つまり、係留施設法線の残留⽔平変位や残留傾斜⾓など利⽤可否の判断基準の指標とする項⽬（3.6、
付録 A 参照）と、構造物の状態または各部材の状態との関係を表す図表を作成することが⼤きな⽬的と
なる。また、構造物が、本震の地震動を受けた後の状態で、地震後に想定される作⽤に対する耐⼒を有
しているかを確認することも重要である。さらに、検討の過程で得られる本震の地震動の⼤きさ（速度
PSI 値等）と、係留施設の法線付近の残留⽔平変位、残留傾斜⾓等との関係は、発災直後の被災状況の
概略把握（4.3 参照）に⽤いることができるため、あわせて整理しておくことが望ましい。 
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なお、事前の数値解析は、構造形式毎の被災形態や利⽤可否の判断における着眼点等を⼗分に考慮し
て実施する必要がある。そのため、検討に先⽴ち、5 章、付録 A、およびそれらで引⽤されている参考
⽂献等を熟読し、理解を深めておくことが求められる。 

（3）検討⼿順 
検討は、利⽤⽅法の想定、作⽤の設定、利⽤可否の判断基準の設定、数値解析、結果の整理の順に進

める。利⽤⽅法の想定について D.2、作⽤の設定について D.3 で述べる。判断基準の設定、数値解析、
結果の整理については、検討⽅法が施設の構造形式により異なる。重⼒式係船岸について D.4、⽮板式
係船岸について D.5、桟橋について D.6 で説明する。また、その他留意事項について D.7 で述べる。 

D.2 利⽤⽅法の想定 

事前の数値解析の検討条件は、地震後の施設の利⽤⽅法に整合するように設定する必要がある。その
ため、検討に先⽴ち、3.2 に従って検討対象施設の利⽤⽅法を想定する。同じ施設であっても、被災状
況や地震後の時間経過とともに利⽤⽅法が変化する。地域の事情、港湾の特性等も考慮しつつ、あらか
じめ多数の利⽤⽅法を可能な限り具体的に想定し、事前の数値解析を⾏うことが望ましい。 

利⽤⽅法の想定の例を表 D-1 に⽰す。 

D.3 作⽤の設定⽅法 

（1）事前の数値解析で⽤いる作⽤ 
利⽤可否判断のための事前の数値解析では、構造物に対して本震の地震動が作⽤した後、引き続いて

地震後の施設の利⽤に伴う載荷重、牽引⼒、接岸⼒や、余震の地震動が作⽤したときの構造物の状態を
推定する。事前の数値解析に⽤いる各作⽤の設定⽅法の例を以下に⽰す。 

（2）載荷重 
本震の地震動と同時に作⽤する載荷重は、検討対象施設の設計時と同様に設定するとよい。地震後の

施設利⽤時については、D.2 で想定した利⽤⽅法に即して、適切な範囲に適切な⼤きさの載荷重を設定
する。その際、クレーン等の荷役機械の荷重についても、想定した利⽤⽅法に即して適切に考慮する必
要がある。 

なお、例えば利⽤形態Cなどで利⽤⽅法を具体的に想定できる場合に、載荷重の値や作⽤させる範囲
を詳細に設定することも可能ではあるが、実際に利⽤する際の⾃由度も考慮し、ある程度の余裕を持た
せた設定とする必要がある。載荷重の値や作⽤させる範囲について、過度に詳細な設定をすることは適
切でない。利⽤⽅法の想定に基づいて載荷重を設定した場合は、利⽤可否情報において、想定している
利⽤⽅法の詳細を明⽰する必要がある。 
載荷重の設定の例を表 D-2 に⽰す。 



 

 49 

表 D-1 利⽤⽅法の想定の例 
利⽤⽅法 
の分類 想定される利⽤状況の例 施設に求められる要件／解析条件設定の前提の例 

1-A 
 

フェーズ 1 
利⽤形態A 

・ 地震発⽣直後から１週間程度
の期間 

・ ⾃衛隊、海上保安庁、地⽅整
備局の船舶等による必要最⼩
限の⼈員、物資等の輸送 

・ 極めて慎重な作業 
・ 可能な限り短時間の利⽤ 

・ 緊急物資の積み降ろし作業が可能であること 
・ ⾞両による緊急物資の輸送が可能であること 

・ ⾃衛隊、海上保安庁、地⽅整備局等の船舶の接岸、係留 
・ ⼈⼒または⼩型貨物⾞程度の利⽤（最寄りの道路等まで） 
・ 物資等の載荷重（載荷する範囲を限定） 

2-A 
 

フェーズ 2 
利⽤形態A 

・ 地震の数⽇後から災害対応が
概ね終了するまでの期間 

・ 多様な船舶の利⽤ 
・ 緊急物資の陸揚げ（単発） 

・ 緊急物資の積み降ろし作業が可能であること 
・ ⾞両による緊急物資の輸送が可能であること 

・ ⾃衛隊、海上保安庁、地⽅整備局等の船舶、⺠間の⼩型船舶
等の接岸、係留 

・ ⼈⼒または⼩型貨物⾞程度の利⽤（最寄りの道路等まで） 
・ 物資等の載荷重（載荷する範囲を限定） 

2-B 
 

フェーズ 2 
利⽤形態B 

・ 地震の数⽇後から災害対応が
概ね終了するまでの期間 

・ 多様な船舶の利⽤ 
・ 緊急物資の集積地、中継拠点 
・ 災害対応の基地的な機能 
・ ホテルシップ等の活⽤による

被災者等⽀援 

・ 重量のある物資等の荷役作業が可能であること 
・ 必要な⾯積、地耐⼒を有する作業⽤地等を確保できること 

・ 多様な船舶の接岸、⻑期の係留 
・ 中型以上の貨物⾞等の利⽤ 
・ 物資等の載荷重 

3-C 
 

フェーズ 3 
利⽤形態C 

・ 災害前の⽇常的な利⽤状況 

・ 災害前の利⽤形態で必要とされる要件を概ね満⾜すること 

・ 災害前に利⽤している船舶や利⽤状況に対応した解析条件 

表 D-2 載荷重の設定の例 
利⽤形態 想定される利⽤状況の例 載荷重の設定の例 

A 
必要最⼩限の⼈員、物資等の輸送（極めて慎
重な作業、可能な限り短時間の利⽤） 

重量物の荷役禁⽌、エプロンへの⼤型の⾞両の進⼊禁
⽌、法線近くでの作業は必要最⼩限にする、といった
利⽤条件を利⽤可否情報に明記することを前提に、数
値解析においては載荷重をゼロとする。 緊急物資の陸揚げ（単発） 

B 
緊急物資の集積地、中継拠点 

検討対象施設の設計時と同様の載荷重を設定する。設
定した載荷重を利⽤可否情報に明記する。 

災害対応の基地的な機能 
ホテルシップ等の活⽤による被災者等⽀援 

C 災害前の⽇常的な利⽤状況 
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（3）本震の地震動 
本震の地震動は、L1 地震動、L2 地震動、およびその中間的な規模の地震動を複数設定する。L1 地震
動、L2 地震動の設定⽅法等については基準・同解説を参照されたい。L2 地震動として複数の地震動が
作成されている場合は、それらの地震動についても検討を⾏うとよい。 

中間的な規模の地震動としては、⼀般的な施設設計における L1 地震動の設定⽅法と同様な⽅法によ
り、再現期間を様々に変化させて作成した確率論的時刻歴波形を⽤いるとよい。このような地震動の作
成が困難な場合は、L1 地震動の振幅を拡⼤して作成した地震動を⽤いることもできる。作成⽅法の違い
により地震動の継続時間、周波数特性等が異なるため、同程度の速度 PSI値の地震動であっても解析に
より得られる構造物の残留変位等が異なる可能性があるので注意を要する。しかしながら、施設の利⽤
可否の判断基準の検討に⽤いる構造物の残留変位と部材の発⽣応⼒等との関係については、地震動の継
続時間や周波数特性の影響が⽐較的⼩さいと考えられ、いずれの⽅法で作成した地震動を⽤いても検討
に必要な情報を得ることが可能である。 
検討対象施設に適⽤すべき L2 地震動が作成されていないときは新たに作成する。L2 地震動を作成す

ることが困難な場合は、L1 地震動と同様な⼿法により再現期間が⻑い地震動を作成し、L2 地震動の代
替として⽤いることも考えられるが、⾼度な技術的判断が必要となるため、研究所等の専⾨技術者の意
⾒を聞くなどして慎重に検討する必要がある。 

なお、解析に⽤いる地震動の設定の考え⽅の詳細は、D.4、D.5 を参照されたい。 

（4）余震の地震動 
事前の数値解析では本震の地震動として L1 地震動を超える規模の地震動を想定するため、構造物の
部材に何らかの変位、変形が⽣じる可能性が⾼い。本震後、そのような状態の施設を利⽤中に余震が発
⽣しても利⽤者の安全が確保されるよう、本震の地震動に続いて余震の地震動が作⽤することを考慮し
ておく必要がある。余震の地震動に関する研究は現在進められているものの、現時点においてどのよう
な地震動を⽤いるべきか⼗分な知⾒がない。当⾯の措置として、L1 地震動を余震の地震動として使⽤す
ることが考えられる。 

（5）牽引⼒、接岸⼒ 
牽引⼒、接岸⼒に関しては、特定の値を設定するのではなく、構造物が安定を喪失する限界の牽引⼒、
接岸⼒や、部材が特定の損傷状態に達する限界の牽引⼒、接岸⼒を調査する⼿法をとるのがよい。具体
的な⼿法は解析⽅法により異なる。 

重⼒式係船岸などを対象として、静的な⼒のつり合いにより検討する場合は、⼒のつり合い式におい
て作⽤と耐⼒が等しいと仮定し、そのときの牽引⼒または接岸⼒を算定する⽅法が考えられる。詳細は
D.4 で述べる。 

⽮板式係船岸や桟橋などを対象として、地震応答解析により検討する場合は、本震の地震動に引き続
き、牽引⼒または接岸⼒を漸増載荷させていくプッシュオーバー解析により、構造物が所定の状態に達
するまでの構造部材の損傷過程を確認する⽅法が考えられる。詳細は D.5 および D.6 で述べる。 
牽引⼒、接岸⼒の作⽤⽅向等に関しては、基準・同解説を参考に、⼀般的な施設設計時と同様に考え

ればよい。なお、牽引⼒、接岸⼒に関して、どのような船舶がどのような条件で施設を利⽤する際にど
の程度の牽引⼒、接岸⼒が⽣じるのか、複数の事例を具体的に例⽰しておくことが望ましい。付録 B な
どを参考に、地震後に利⽤が想定される船舶や、通常時にその施設を利⽤する船舶により⽣じる牽引⼒、
接岸⼒などを確認しておくとよい。 
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（6）その他の作⽤ 
（2）から（5）で述べたもの以外の作⽤については、基準・同解説に基づき設定することができる。

地震後の施設の利⽤⽅法が特定される場合には、利⽤の状況に即した作⽤の向き、⼤きさ等を設定して
もよい。ただし、実際に利⽤する際の⾃由度を考慮し、ある程度の余裕を持たせた設定とすることが望
ましい。利⽤⽅法の想定に基づいて作⽤を設定した場合は、利⽤可否情報において、想定している利⽤
⽅法の詳細を明⽰する必要がある。 

D.4 重⼒式係船岸の検討⽅法 

（1）検討⽅法の概要 
5.2 で述べたとおり、重⼒式係船岸では、地震動により壁体が沈下、傾斜を伴いながら海側へと変位

し、それに伴い壁体の背後に段差が⽣じる被災形態が多く⾒られる。⼀⽅で、⼤きな地震動を受けた場
合でも、壁体そのものが破壊した事例は報告されていない。そのため、構造の安定の観点から施設の利
⽤可否を検討する際には、地震後の状態で壁体が安定性を保っているか、さらに地震後の施設の利⽤に
伴う作⽤に対して壁体の安定性が維持できるか、という点が重要な検討課題となる。 

重⼒式係船岸の場合、発災後の現地での調査において⽐較的容易に計測できるのは、法線の残留⽔平
変位と壁体の残留傾斜⾓である。いずれも地震後の施設の利⽤の観点からは重要な指標となるが、壁体
の安定性に与える影響が⽐較的⼤きいのは壁体の残留傾斜⾓であると考えられる。従って、壁体の残留
傾斜⾓を利⽤可否の判断の指標とし、その計測値から利⽤可否を判断するための基準値を設定するため、
本震の地震動により壁体に⽣じる残留傾斜⾓と、壁体の安定性との関係を確認することが重⼒式係船岸
の場合の事前の数値解析の主な⽬的となる。 
壁体の残留傾斜⾓と壁体の安定性との関係は、壁体の傾斜を考慮した⼒のつり合いに基づく安定計算

により確認することができる（（4）参照）。そのため、重⼒式係船岸の場合、必ずしも本震時の挙動を確
認するために地震応答解析を⾏う必要はない。しかしながら、地震応答解析を⾏い本震の地震動の規模
と構造物の残留⽔平変位、残留傾斜⾓との関係を把握しておくことで、発災直後の被災状況の概略把握
（4.3 参照）の際に参考とすることができる。また、地震応答解析を⾏うことで、余震の影響の検討精度
を⾼めることができる。さらに、地震応答解析により、地震後に直接確認することが難しい捨⽯マウン
ド部、基礎地盤部、裏込部、裏埋部等の変形状況や、地盤の液状化の発⽣状況を推定することができ、
利⽤可否の判断の精度向上に寄与することができる。そのため、重⼒式係船岸の場合でも、可能な限り
地震応答解析を実施することが望ましい。 

重⼒式係船岸の利⽤可否判断のための事前の数値解析では、地震応答解析による本震時および余震時
の構造物の挙動の推定と、⼒のつり合いに基づく安定計算による地震後の作⽤（牽引⼒）に対する壁体
の安定性の検討の⼆段階で実施する。なお、余震の影響は静的な安定計算により検討することも可能で
あるが、本震の地震動に対する地震応答解析を⾏う場合は、あわせて地震応答解析により余震の影響を
検討することが望ましい。 
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（2）利⽤可否の判断基準の設定 
（1）で述べたとおり、重⼒式係船岸においては壁体の残留傾斜⾓を利⽤可否の判断の指標とするのが

よいと考えられる。そこで、残留傾斜⾓の計測値から利⽤可否を判断するための判断基準を設定する。
判断基準は、地震後の施設の利⽤⽅法毎に、本震時、余震時、地震後の施設の利⽤時において必要な性
能が担保されるよう、適切に定める必要がある。 

判断基準の設定のための確認項⽬と、本震時、余震時、地震後の施設の利⽤時に想定される作⽤の組
合せに対して構造物の応答が満たすべき条件の組み合わせの例を表 D-3 に⽰す。表に⽰した確認項⽬、
構造物の応答が満たすべき条件をすべて満⾜する残留傾斜⾓の上限値を求め、その値を利⽤可否の判断
基準とする。 

基準・同解説による⼀般的な施設設計においては、壁体の安定性に関して、永続状態、変動状態にお
ける壁体の滑動、転倒、基礎地盤の⽀持⼒、および永続状態における地盤の円弧すべりが照査項⽬とな
るが、表 D-3 の例では壁体の滑動、転倒のみを条件として設定している。これは、地震による基礎地盤
の乱れや捨⽯マウンドの変形等の影響を考慮しつつ、傾斜した壁体に関する基礎地盤の⽀持⼒や地盤の
円弧すべりを検討する⽅法について⼗分な知⾒がないためである。ただし、本震後に壁体の安定が保た
れていて、その後に特に作⽤を受けていない状態で壁体が⼤きく動いたという事例はあまり⾒られない
ため、地盤の円弧すべりに関する検討は省略しても問題ないと想定される。⼀⽅、基礎地盤の⽀持⼒に
ついては判断が難しいが、壁体の残留⽔平変位および残留傾斜が⼗分に⼩さければ、基礎地盤の乱れや
捨⽯マウンドの変形等が基礎地盤の⽀持⼒に与える影響も少なく、⽀持⼒不⾜により壁体が直ちに危険
な状態になる可能性は低いと考えられる。従って、本震後の現地での調査において、壁体の残留⽔平変
位に⼗分な注意を払い、利⽤可否の判断を慎重に⾏うことを前提として、事前の数値解析においては基
礎地盤の⽀持⼒に関する検討を省略することとした。このようなことからも、利⽤可否の判断の精度を
⾼めるため、重⼒式係船岸についても地震応答解析を⾏い、変形図等から地盤の変形状況等を確認する
ことが望ましい。 

表 D-3 重⼒式係船岸について判断基準を設定するための確認項⽬の例（フェーズ 1、2、3共通） 

確認 
項⽬ 

想定される作⽤の組合せに対して構造物の応答が満たすべき条件 

本震時 余震時 地震後の施設利⽤時 
（牽引時） 

壁体の 
安定性 −＊ 

（地震応答解析による場合） 
余震により壁体の変位、傾斜が急
増しない 
（安定計算による場合） 
滑動、転倒に対する壁体の安定性
に関して安全余裕を確保 

滑動、転倒に対する壁体の安定性
に関して安全余裕を確保 

＊ 構造の安定の観点からは構造物の応答が満たすべき条件を設定しないが、別途、施設の利⽤の観点からの判断基準を満
⾜する必要がある。 
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（3）地震応答解析 
施設が本震の地震動を受けたときの挙動を把握するため地震応答解析を実施する。地震応答解析の⽅

法は、基準・同解説を参考とし、⼀般的な施設設計と同様に⾏うことができる。重⼒式係船岸について
地震応答解析を⾏う際は、余震の地震動による影響を同時に検討するのが効率的である。すなわち、本
震の地震動と余震の地震動を連続させた波形を⼊⼒地震動として解析を⾏う。本震の地震動を L2 地震
動、余震の地震動を L1 地震動と設定した場合の⼊⼒地震波形の例を図 D-1 に⽰す。 

なお、本震と余震を⼀連の地震動として⼊⼒する⽅法では、本震の地震動により地盤の液状化が発⽣
した場合に、その状態を維持したまま余震の地震動が作⽤することとなる。実現象において、本震から
余震まで⼗分な時間間隔がある場合とは条件が異なる点に注意が必要である。ただし、重⼒式係船岸に
ついては、地盤の液状化が発⽣した状態の⽅が施設の変状が⼤きく算定される場合が多いと考えられ、
利⽤可否の判断のための資料としては安全側（構造物の安定評価として厳しい側）の解析結果を与える
ものと推定される。 

（4）⼒のつり合いに基づく安定計算 
⼒のつり合いに基づく安定計算の⽅法は基準・同解説を参考にすることができる。⼒のつり合いに基
づく安定計算においては、本震の地震動による壁体の残留傾斜を考慮する必要がある。傾斜を考慮する
⽅法として、傾斜した状態で壁体に作⽤する荷重を整理し、それぞれの荷重を壁体の底⾯に対して直交
する⽅向の成分と平⾏⽅向の成分に分解した上で、壁体の滑動、転倒を検討する⽅法 32）がある（図 D-2
参照）。なお、実際の被災形態として、壁体と背後地盤の間に段差が⽣じる例が多く⾒られるが、地震後
の施設の利⽤に先⽴ち、その段差を砂・砕⽯等により据りつけ、解消することが⼀般的である。そのた
め、壁体の安定性の検討の際は、図 D-2 のように、壁体の天端と背後地盤の天端が連続したモデルで検
討しておくとよい。 

地震後の利⽤に伴う作⽤として、載荷重と牽引⼒を考慮し、壁体の安定性を検討する。壁体の傾斜⾓
を様々に変化させ、⼒のつり合い関係から、その傾斜⾓で壁体の安定性が喪失しない（滑動または転倒
が⽣じない）上限の牽引⼒を算定する。変化させる壁体の傾斜⾓は、地震後の施設の利⽤に⽀障が⽣じ
ない範囲で適切に設定する。牽引⼒の作⽤⾓等は基準・同解説を参考に設定するとよい。 

地震後の施設利⽤時の壁体の安定性検討にあわせ、係船柱取付部および防舷材取付部の上部⼯の安定
性に関する検討も⾏う。⼀般的な施設設計では、牽引⼒に対して係船柱取付部の上部⼯の重量で抵抗す
る考え⽅を採ることが多いため、牽引⼒に対して係船柱取付部の上部⼯の安定性が確保されなければ施
設を安全に利⽤することができない。ただし、地震後に仮設の係船柱を設ける場合などは、上部⼯の安
定に関わらず、仮設の係船柱から壁体に伝達される牽引⼒に対して壁体の安定を確保できれば施設の利
⽤が可能となる。 

また、地震応答解析を実施しない場合は、余震の影響についても検討する。まず、基準・同解説を参
考に余震の地震動から照査⽤震度を算定し、それを⽤いて地震時⼟圧等を算出する。次に、壁体の傾斜
⾓を未知数とし、⼒のつり合い関係から余震の地震動に対して壁体の安定性が喪失しない（滑動または
転倒が⽣じない）上限の傾斜⾓を求める。 

なお、壁体の安定性を検討する際は、適切な安全余裕を設ける必要がある。安全余裕の設定⽅法は、
基準・同解説を参考にすることができる。 
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図 D-1 本震の地震動と余震の地震動を連続させた⼊⼒地震波形の例 

 
図 D-2 傾斜を考慮した安定性検討モデルの例（⼩泉ら 32）に加筆修正） 

（各作⽤を x⽅向、y⽅向に分解して滑動、転倒に関する検討を実施） 

（5）結果の整理 
数値解析を⾏った後、解析結果をまとめた資料を作成した上で、結果を総括する代表図として以下の

ような図⾯を作成するとよい。これらの図⾯は利⽤⽅法の想定毎に作成する必要がある。 
地震応答解析を⾏った場合は、本震の地震動を受けた後の変形図を作成する。地盤の液状化が発⽣す

る場合には、過剰間隙⽔圧⽐の分布図もあわせて作成する（図 D-3 参照）。また、本震の地震動の⼤き
さ（速度 PSI値等）と残留⽔平変位、残留傾斜⾓の関係図を作成する（図 D-4 参照）。あわせて、本震
後に余震の地震動を受けた際の残留⽔平変位、残留傾斜⾓を同じ関係図に記⼊する。このとき、表 D-3
に照らして利⽤不可と判断される範囲をハッチング等により明⽰するとよい。 

⼒のつり合いに基づく安定計算の結果は、本震後の壁体の残留傾斜⾓と、壁体が安定性を喪失する牽
引⼒の関係図として整理する（図 D-5 参照）。図中には、安定性を喪失する牽引⼒が、滑動、転倒のい
ずれにより決定されているか明⽰する。また、表 D-3 に照らして利⽤不可と判断される範囲をハッチン
グ等により明⽰する。あわせて、検討対象施設において地震後に接岸することが想定される代表的な船
舶等について、それらの牽引⼒がどの程度の値になるかを⽰しておくとよい（利⽤形態Cの場合は、実
際に利⽤する予定の船舶の情報を記⼊する）。 

θ
δ

Pw
PaU
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w

x

y

W：自重
w：上載荷重

Pa：土圧
Pw：残留水圧

θ：傾斜角
δ：壁面摩擦角

U：浮力
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図 D-4 の例では、本震の地震動として、L1 地震動、L2 地震動、および、中間的な規模の地震動 a、
b、cの計 5ケースの地震動を設定し地震応答解析を⾏っている。地震動 cのケースの解析結果から余震
に対して⼗分な安定性が担保できないと判断されたため、地震動 cより速度 PSI値が⼩さい地震動 bの
ケースで得られた残留傾斜⾓ Bまでの範囲を利⽤可能な範囲として⽰している。このとき、地震動 bと
cの間の速度 PSI値を有する地震動を作成し、追加の解析を⾏うことで、利⽤可能な範囲を広げられる
可能性がある。特に、地震動 bと地震動 cの解析で得られる残留傾斜⾓の差が⼤きい場合は、このよう
な追加ケースを実施し、利⽤可能となる範囲を広げることを試みるのがよい。 
⼀⽅、図 D-5 は、壁体の傾斜⾓ 1〜6 °の範囲で牽引⼒を受ける壁体の安定性について検討し、滑動、
転倒のいずれかにより安定性が喪失する牽引⼒をプロットした例である。図 D-5 中の Bは図 D-4 の B
と対応しており、これよりも残留傾斜⾓が⼤きい場合は余震に対して⼗分な安定性が得られないため利
⽤不可としている。地震応答解析を省略した場合は、余震に対する⼒のつり合いに基づく安定計算によ
り得られた、余震に対して壁体が安定を失わない上限の傾斜⾓を Bとしてプロットすることになる。図
D-5 から読み取れるとおり、残留傾斜⾓が B以下であっても無条件に利⽤できるわけではなく、その施
設を利⽤しようとする船舶の牽引⼒に応じて利⽤可否が判定される。 

 
（a）変形図 

 
（b）過剰間隙⽔圧⽐分布図 

図 D-3 地震応答解析で得られる変形図と過剰間隙⽔圧⽐の分布図の例 
（基準・同解説 pp. 1942-1944） 
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図 D-4 地震応答解析により得られる本震の地震動と壁体の残留傾斜⾓との関係図の例 

  
図 D-5 ⼒のつり合いに基づく安定計算により得られる本震後の壁体の残留傾斜⾓と壁

体の安定性が喪失する牽引⼒との関係図の例 

D.5 ⽮板式係船岸の検討⽅法 

（1）検討⽅法の概要 
本節では、⽮板と控え⼯の間をタイ材で連結した構造形式を有する⽮板式係船岸を対象とする。⾃⽴

⽮板式係船岸や⼆重⽮板式係船岸は対象外である点に注意されたい。 
5.3 で述べたとおり、⽮板式係船岸では、これらの構造部分の変形、損傷の状態の組み合わせにより、
様々な被災形態が⽣じる。しかしながら、⽮板式係船岸の構成部材の⼤部分は海中、地中に位置してお
り、地震後に構造物の変状や各部材の変形等を直接的に確認することは困難である。そのため、地震後
の利⽤に対し構造物が⼗分な耐⼒を保有しているか検討するためには、地震応答解析を実施して被災形
態、構造物の状態、各部材の状態等を推定する必要がある。 
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⽮板式係船岸の場合、発災後の現地での調査において構造物の状態を直接計測できるのは、岸壁の法
線すなわち⽮板頭部の残留⽔平変位と残留傾斜⾓である。その他に、⽮板頭部や控え⼯の頭部付近に⽣
じる地表⾯の段差等を確認することができる。以下で⾏う事前の数値解析の結果を施設の利⽤可否の判
断の参考とできるのは、これらの計測結果等を基に推定した被災状況と、事前の数値解析により得られ
る被災状況が概ね⼀致している場合に限られる点に注意が必要である。 

⽮板頭部が陸側に傾き、残留⽔平変位が⼩さい「く」の字の変形モード（図 5-7 参照）の場合、残留
傾斜⾓の計測値のみから⽮板の変形状況を精度よく推定することが難しい。地震応答解析の結果、この
ような変形モードが⽣じる結果が得られた場合には、利⽤可否の判断基準を無理に設定することはせず、
研究所等の専⾨技術者の意⾒を聞くなどして慎重に検討する必要がある。 

以下では、⽮板頭部の残留⽔平変位が⽐較的⼤きい前傾または前傾＋「く」の字の変形モード（図 5-7
参照）が⽣じることを前提とし、残留⽔平変位を利⽤可否の判断の指標とする場合の事前の数値解析の
考え⽅について述べる。 

（2）利⽤可否の判断基準の設定 
（1）で述べたとおり、本章では⽮板頭部の残留⽔平変位を利⽤可否の判断の指標とする場合の考え⽅

について紹介する。残留⽔平変位から利⽤可否を判断するための判断基準は、地震後の施設の利⽤⽅法
毎に、本震時、余震時、地震後の施設の利⽤時において必要な性能が担保されるよう、適切に定める必
要がある。 

判断基準の設定のための確認項⽬と、本震時、余震時、地震後の施設の利⽤時に想定される作⽤の組
合せに対して構造物の応答が満たすべき条件の組み合わせの例を表 D-4 に⽰す。表中の各値は基準・同
解説を参考に算定することができる。表に⽰した確認項⽬、構造物の応答が満たすべき条件をすべて満
⾜する残留⽔平変位の上限値を求め、その値を利⽤可否の判断基準とする。なお、本震時および余震時
に対する条件は、地震動の継続時間をとおして満たすべき条件であり、残留値のみで判断するものでは
ない点に注意する。 

表 D-4 では構造物を構成する部材毎に条件を定めているが、地震後の施設の利⽤可否を考える場合、
本来は、構造全体として必要な性能が保持されていればよいのであって、必ずしも部材毎の性能が課題
となるわけではない。しかしながら、構造全体として性能の評価は⾮常に⾼度な技術判断を必要とする
ため、表 D-4 のように部材毎に条件を設けることで構造全体として必要な性能を間接的に担保してもよ
い。表 D-4 の例では、フェーズ 1 については、本震の地震動により部材の性能が多少低下する可能性は
あるが構造全体の挙動に⼤きな影響を与えない範囲にとどまること、余震や地震後の利⽤に伴う作⽤に
より構造物の⼤きな変形等が⽣じないことを⽬指した条件としている。また、フェーズ 2、3 について
は、本震、余震、地震後の利⽤に伴う作⽤のいずれに対しても、構造物の⼤きな変形や性能低下が⽣じ
ない範囲にとどまることを⽬指した条件としている。 
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表 D-4 ⽮板係船岸について判断基準を設定するための確認項⽬の例 

確認 
項⽬ 

想定される作⽤の組合せに対して構造物の応答が満たすべき条件 

本震時 余震時 地震後の施設利⽤時 
（牽引時） 

⽮板の 
損傷 

（フェーズ 1） 
限界曲率以下＊ 
（フェーズ 2、3） 
設計降伏応⼒度以下 

設計降伏応⼒度以下 設計降伏応⼒度以下 

控え杭・ 
控え⽮板 
の損傷 

（フェーズ 1） 
限界曲率以下＊ 
（フェーズ 2、3） 
設計降伏応⼒度以下 

設計降伏応⼒度以下 設計降伏応⼒度以下 

控え杭 
の⽀持⼒ 

（フェーズ 1） 
作⽤する軸⽅向押込み⼒、引抜き
⼒が抵抗⼒の特性値以下 
（フェーズ 2、3） 
軸⽅向押込み⼒、引抜き⼒に対す
る抵抗⼒に関して安全余裕を確
保 

軸⽅向押込み⼒、引抜き⼒に対す
る抵抗⼒に関して安全余裕を確
保 

軸⽅向押込み⼒、引抜き⼒に対す
る抵抗⼒に関して安全余裕を確
保 

控え版の 
断⾯破壊 設計断⾯耐⼒以下 設計断⾯耐⼒以下 設計断⾯耐⼒以下 

タイ材 
の張⼒ 

（フェーズ 1） 
設計破断強度以下 
（フェーズ 2、3） 
設計降伏応⼒度以下 

設計降伏応⼒度以下 設計降伏応⼒度以下 

上部⼯の 
断⾯破壊† 設計断⾯耐⼒以下 設計断⾯耐⼒以下 設計断⾯耐⼒以下 

＊ 鋼管杭の場合および軸⽅向⼒が作⽤しない鋼管⽮板の場合に限る。鋼⽮板の場合や軸⽅向⼒が作⽤する鋼管⽮板の場合
には設計降伏応⼒度以下とする。 

† 上部⼯の場合、ひび割れ等の損傷の発⽣・進展に伴って耐⼒や剛性の低下が⽣じるが、これを数値解析で正確に予測す
ることは難しい。このため、フェーズ 2、3においては応答値が設計断⾯耐⼒に対して⼗分に余裕があることが望まし
い。 

（3）地震応答解析 
地震応答解析の⽅法は、基準・同解説を参考とし、⼀般的な施設設計と同様に⾏うことができる。地

震応答解析では、まずはじめに、本震の地震動と余震の地震動の影響を同時に検討するのが効率的であ
る。すなわち、本震の地震動と余震の地震動を連続させた波形を⼊⼒地震動として解析を⾏う（図 D-1
参照）。 

本震と余震を連続して⼊⼒した地震応答解析の結果、表D-4を満⾜することができたケースについて、
本震の地震動に引き続き牽引⼒を漸増載荷（図 D-6 参照）する解析を⾏い、表 D-4 を満⾜する牽引⼒
の上限値を確認する。牽引⼒は、係船柱の配置等を考慮し、適切な位置（節点）に作⽤させる。本震と
余震を連続して⼊⼒する解析で、表 D-4 を満⾜するケースが少なかった場合は、速度 PSI値等が⼩さい
範囲で改めて本震の地震動を作成するなど、追加の解析を実施することが望ましい。 

なお、本震の地震動と余震の地震動、または、本震の地震動と牽引⼒を連続して⼊⼒する⽅法では、
本震の地震動により地盤の液状化が発⽣した場合に、その状態を維持したまま余震の地震動や牽引⼒が
作⽤する。⼀⽅、実現象において、本震から余震まで、あるいは本震後の利⽤に伴い牽引⼒が作⽤する
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までに⼗分な時間経過がある場合は、その間に地盤内の過剰間隙⽔圧が消散し、液状化が解消した状態
で余震の地震動や牽引⼒が作⽤する。本震と余震、本震と牽引⼒を連続させることにより、地盤の液状
化の影響が実現象と著しく乖離すると考えられる場合には、余震や牽引⼒が作⽤する際に液状化が発⽣
しない条件での地震応答解析も実施するなど、追加の解析を実施することが望ましい。このような解析
には⾼度な技術的判断を要するため、研究所等の専⾨技術者の意⾒を聞き、検討を進める必要がある。 

（4）検討結果の整理 
数値解析を⾏った後、解析結果をまとめた資料を作成した上で、結果を総括する代表図として以下の

ような図⾯を作成するとよい。これらの図⾯は利⽤⽅法の想定毎に作成する必要がある。 
⽮板式係船岸の本震時の変形状況を確認するため、地震応答解析により得られた本震後の変形図、地
盤の液状化が発⽣する場合には過剰間隙⽔圧⽐の分布図を作成する（図 D-7 参照）。また、本震の地震
動の⼤きさ（速度 PSI値等）と残留⽔平変位の関係図を作成する（図 D-8 参照）。あわせて、本震後に
余震の地震動を受けた際の残留⽔平変位を同じ関係図に記⼊する。このとき、表 D-4 に照らして利⽤不
可と判断される範囲をハッチング等により明⽰するとともに、利⽤不可と判定される理由を記⼊する。
なお、表 D-4 に⽰した本震時および余震時に対する条件は、地震動の継続時間をとおして満たすべき条
件であり、残留値のみで判断するものではない点に注意する。 
次に、本震後の残留⽔平変位と、表 D-4 を満⾜する牽引⼒の上限値の関係図を作成する（図 D-9 参
照）。図中には利⽤不可と判断される範囲をハッチング等により明⽰し、利⽤不可と判定される理由を記
⼊する。あわせて、検討対象施設を地震後に利⽤することが想定される代表的な船舶等について、それ
らの牽引⼒がどの程度の値になるかを⽰しておくとよい（利⽤形態Cの場合は、実際に利⽤する予定の
船舶の情報を記⼊する）。 

図 D-8 の例では、本震の地震動として、L1 地震動、L2 地震動、および、中間的な規模の地震動 a、
b、cの計 5ケースの地震動を設定し地震応答解析を⾏っている。地震動 bのケースの解析結果から、余
震に対して必要な性能が担保できないと判断されたため、地震動 bより速度 PSI値が⼩さい地震動 aの
ケースで得られた残留⽔平変位 Aまでの範囲を利⽤可能な範囲として⽰している。このとき、地震動 a
と bの間の速度 PSI値を有する地震動を作成し、追加の解析を⾏うことで、利⽤可能な範囲を広げられ
る可能性がある。特に、地震動 aと地震動 bの解析で得られる残留⽔平変位の差が⼤きい場合は、この
ような追加ケースを実施し、利⽤可能となる範囲を広げることを試みるのがよい。 

図 D-8 に⽰したとおり、この検討事例では、当初設定した本震の地震動 5ケースのうち、利⽤可能と
判定されるケースが 2ケースと少なかったため、L1 地震動と地震動 aの間に 3ケースの本震の地震動
を追加した。改めて設定した本震の地震動 5ケースについて、本震に続いて牽引⼒を作⽤させる地震応
答解析を⾏った結果をプロットしたのが図 D-9 である。図 D-9 に⽰したとおり、残留⽔平変位が A以
下であっても、無条件に利⽤できるわけではなく、その施設を利⽤しようとする船舶の牽引⼒に応じて
利⽤可否が判定される。 
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図 D-6 本震の地震動の後に牽引⼒を漸増載荷させる場合の作⽤外⼒の設定例 

⻘線の本震の地震動（左軸）の後に⾚線の⽔平⼒（右軸）を漸増載荷する例 

 
（a）変形図 

 
（b）過剰間隙⽔圧⽐分布図 

図 D-7 地震応答解析で得られる変形図と過剰間隙⽔圧⽐の分布図の例 46） 
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図 D-8 地震応答解析により得られる本震の地震動と残留⽔平変位との関係図の例 

 
図 D-9 地震応答解析により得られる本震後の残留⽔平変位と地震後の利⽤時に載荷す

ることが可能な牽引⼒の上限値との関係図の例 

D.6 桟橋の検討⽅法 

（1）検討⽅法の概要 
5.4 で述べたとおり、桟橋の地震時の代表的な挙動として、⼟留部が変位し渡版を介して桟橋を押す

ことによる変形や、地盤の側⽅への移動に伴い杭が押されることによる変形が多く⾒られる。桟橋の被
災は杭の変形、損傷に関係するものが多く、発災後の現地での調査では直接的な観察、計測が難しい。
そのため、地震後の利⽤に対し構造物が⼗分な耐⼒を保有しているか検討するためには、地震応答解析
を実施して被災形態、構造物の状態、各部材の状態等を推定する必要がある。 

桟橋の場合、発災後の現地での調査において構造物の状態を直接計測できるのは、法線天端の残留⽔
平変位と残留傾斜⾓である。いずれも地震後の施設の利⽤の観点からは重要な指標となるが、前述の地
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震時の代表的な変形挙動を考慮すると、構造物の状態、各部材の状態との対応が⽐較的よいのは残留⽔
平変位であると考えられる。従って、法線での残留⽔平変位を利⽤可否の判断の指標とし、その計測値
から利⽤可否を判断するための基準値を設定するため、本震の地震動により桟橋に⽣じる残留⽔平変位
と、桟橋の状態との関係を確認することが事前の数値解析の主な⽬的となる。 

（2）利⽤可否の判断基準の設定 
（1）で述べたとおり、桟橋においては法線の残留⽔平変位を利⽤可否の判断の指標とするのがよいと

考えられる。そこで、残留⽔平変位の計測値から利⽤可否を判断するための判断基準を設定する。残留
⽔平変位から利⽤可否を判断するための判断基準は、地震後の施設の利⽤⽅法毎に、本震時、余震時、
地震後の施設の利⽤時において必要な性能が担保されるよう、適切に定める必要がある。 

判断基準の設定のための確認項⽬と、本震時、余震時、地震後の施設の利⽤時に想定される作⽤の組
合せに対して構造物の応答が満たすべき条件の組み合わせの例を表 D-5 に⽰す。表中の各値は基準・同
解説を参考に算定することができる。表に⽰した確認項⽬、構造物の応答が満たすべき条件をすべて満
⾜する残留⽔平変位の上限値を求め、その値を利⽤可否の判断基準とする。なお、本震および余震の地
震動に対する条件は、地震動の継続時間をとおして満たすべき条件であり、残留値のみで判断するもの
ではない点に注意する。 

表 D-5 に⽰した部材毎の条件設定の基本的な考え⽅は、⽮板式係船岸の場合と同様である。詳細は
D.5（2）を参照されたい。 

（3）地震応答解析 
⽮板式係船岸の場合と同様な⽅法で実施することができる。詳細は D.5（3）を参照されたい。桟橋の
場合は、地震後の施設利⽤に伴う作⽤として、牽引⼒に加えて接岸⼒を考慮する必要がある。接岸⼒は
牽引⼒とは逆の向きに作⽤することになるが、解析⽅法は牽引⼒と同様に考えてよい。 

（4）検討結果の整理 
⽮板式係船岸の場合と同様な⽅法で実施することができる。詳細は D.5（4）を参照されたい。桟橋の
場合は、地震後の施設利⽤に伴う作⽤として接岸⼒も考慮するため、残留⽔平変位と牽引⼒上限値の関
係図に加え、残留⽔平変位と接岸⼒の上限値の関係図も作成する。 
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表 D-5 桟橋について判断基準を設定するための確認項⽬の例 

確認 
項⽬ 

想定される作⽤の組合せに対して構造物の応答が満たすべき条件 

本震時 余震時 地震後の施設利⽤時 
（牽引時、接岸時） 

杭の損傷 

（フェーズ 1） 
限界曲率以下＊ 
（フェーズ 2、3） 
設計降伏応⼒度以下 

設計降伏応⼒度以下 設計降伏応⼒度以下 

杭の 
⽀持⼒ 

（フェーズ 1） 
作⽤する軸⽅向押込み⼒、引抜き
⼒が抵抗⼒の特性値以下 
（フェーズ 2、3） 
軸⽅向押込み⼒、引抜き⼒に対す
る抵抗⼒に関して安全余裕を確
保 

軸⽅向押込み⼒、引抜き⼒に対す
る抵抗⼒に関して安全余裕を確
保 

軸⽅向押込み⼒、引抜き⼒に対す
る抵抗⼒に関して安全余裕を確
保 

上部⼯の 
断⾯破壊† 設計断⾯耐⼒以下 設計断⾯耐⼒以下 設計断⾯耐⼒以下 

⼟留部の 
変状 ⼟留部の構造形式に応じて表 D-3または表 D-4 を参照 

＊ 解析対象の構造断⾯内のいずれかの杭に、限界曲率を超える点が 1ヶ所⽣じた時点で条件を満たさなくなったと判断す
る。なお、鋼管杭の杭頭部に関しては、⼀定程度まで限界曲率の超過を許容できる可能性がある 47）ため、必要に応じ
て研究所等の専⾨技術者に相談するとよい。 

† 上部⼯の場合、ひび割れ等の損傷の発⽣・進展に伴って耐⼒や剛性の低下が⽣じるが、これを数値解析で正確に予測す
ることは難しい。このため、フェーズ 2、3においては応答値が設計断⾯耐⼒に対して⼗分に余裕があることが望まし
い。 

D.7 留意事項 

（1）その他の構造形式 
⼀般的な重⼒式係船岸、⽮板式係船岸、桟橋以外の構造形式の係留施設や、改良等により構造断⾯が
複雑化している施設については、被災事例に関する⼗分な情報が収集できないことや、地震応答解析の
⽅法（モデル化の⽅法等）の妥当性の検証、残置物等の影響の考慮⽅法等に関し⾼度な技術的判断が必
要となるため、本章で述べた検討⽅法をそのまま適⽤することはできない。無理に構造形式の「あては
め」を⾏うことは避けるべきである。このような構造形式の係留施設について検討を⾏う際は、研究所
等の専⾨技術者に意⾒を聞くなどの対応をとることが望ましい。 

（2）⼤きな余震 
気象庁の呼び掛けなどによると、⼤きな地震が発⽣した後、1 週間程度（特に地震発⽣後 2〜3 ⽇の

間）は、最初の⼤地震の規模と同程度の地震に注意することが基本とされている 21）。⼀⽅で、L2 地震
動のような⼤きな地震動を受けた構造物に対し、さらに同規模の地震動が作⽤することを想定すると、
構造物には⾮常に⼤きな変形が⽣じ、部材の性能も⼤きく低下する可能性が⾼い。現在の解析技術では、
このような状況について解析を⾏うことは困難であり、従って、施設の利⽤可否の判断のための事前の
数値解析において、このような⼤きな余震を想定することは現実的ではない。 
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しかしながら、⼤きな余震の影響を無視することは⼤変危険である。対応策として、⼤きな地震の発
⽣から 1週間程度の間は⼤きな余震が発⽣することを前提とし、その間の施設利⽤は必要最⼩限の範囲
に制限することなどが考えられる。 

（3）係船柱、防舷材の耐⼒ 
地震後に施設を利⽤する際、多くの場合は既存の係船柱、防舷材を⽤いることとなる。そのため、事

前の数値解析で得られた上限の牽引⼒等に関わらず、既存の係船柱、防舷材が対応可能な範囲内の牽引
⼒、接岸⼒までしか作⽤させることはできない。検討結果の整理で作成する残留⽔平変位等と牽引⼒等
との関係図（図 D-5、図 D-9）の中に、これらの数値を記⼊しておくとよい。 
既存の係船柱等で対応できない場合には、仮設の係船柱などで対応することも考えられる。仮設の係

船柱等を配置する際は、施設の構造の安定に対する影響に注意し、必要に応じて構造の安定に影響を与
えない位置（例えば、重⼒式係船岸の場合、壁体の背後に想定される主働崩壊範囲よりも陸側の位置）
に設置することを検討するとよい。 

（4）地殻変動の影響 
地域によっては、地震に伴う⼤規模な地殻変動が⽣じ、係留施設付近の地盤沈降、隆起等が起こる場
合がある。このような地殻変動が予想される地域においては、事前の数値解析においてその影響を検討
しておくことが望ましい。なお、これらの影響の評価には⾼度な技術的判断を要するため、研究所等の
専⾨技術者の意⾒を聞き、検討を進める必要がある。 

（5）施設の状態に関する情報提供 
数値解析の結果、安全余裕が不⾜している等の理由により利⽤不可と判断した場合、実際には利⽤で

きる可能性が残されている。後の検討で、利⽤⽅法の⼯夫等による利⽤を試みる際に参考となるよう、
解析の結果とあわせて安全余裕の不⾜状況に関する情報を⽰しておくとよい。このとき、施設の現状の
判断としてはあくまでも利⽤不可である点に注意が必要である。また、安全余裕が全く失われているよ
うなケースには、利⽤を試みることは避けるべきである。なお、利⽤⽅法の⼯夫等による対応の妥当性
の検討には⾼度な技術的判断を要するため、研究所等の専⾨技術者の意⾒を聞き、慎重に検討を進める
必要がある。 

（6）施設設計との関係 
D.1（1）で述べたとおり、本章で紹介した検討⽅法では、⼀般的な施設設計における構造物の照査と
同様の⼿法を⽤いる。しかしながら、L1 地震動に対して地震応答解析を⾏うことや、本震後の施設の利
⽤に伴う作⽤を考慮した解析を⾏うことなど、検討条件が異なる部分も多い。そのため、本章で紹介し
た⽅法による検討結果と、施設設計時の構造物の照査結果が整合しない可能性も想定される。 

本章で紹介した検討⽅法は、地震後の施設の利⽤可否判断を迅速に⾏うための基礎資料を作成するこ
とを唯⼀の⽬的として新たに開発されたものである。⼀⽅、施設設計時の構造物の性能照査は、地震動
以外の作⽤を含む様々な作⽤を対象とし、地盤のばらつき等も考慮しつつ、総合的な判断として適切な
照査結果が得られるよう構築されたものである。そのようなことから、本章の⽅法による検討結果を、
施設設計時の構造物の照査と直接的に対⽐することは適切ではない。施設設計時の構造物の照査は、こ
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れまでに⼗分実績のある照査⽅法に従って実施されるべきであり、本章の検討は、その照査結果を基に
決定された構造断⾯について、利⽤可否判断のための追加情報を収集するために⾏うものである。 

施設設計と同時に利⽤可否判断のための事前の数値解析を⾏う場合において、本章で紹介した検討⽅
法による検討結果を構造断⾯決定の参考とすることを妨げるものではないが、施設設計に反映させるた
めには⾼度な技術的判断を要するため、研究所等の専⾨技術者の意⾒を聞き、慎重に検討を進める必要
がある。 
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